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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）(1) 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

(2) 従業員数は、就業人員数を記載しております。 

(3) 第４期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用してお

ります。 

回次 第３期中 第４期中 第５期中 第３期 第４期 

会計期間 

自 平成17年 
３月１日 

至 平成17年 
８月31日 

自 平成18年 
３月１日 

至 平成18年 
８月31日 

自 平成19年 
３月１日 

至 平成19年 
８月31日 

自 平成17年 
３月１日 

至 平成18年 
２月28日 

自 平成18年 
３月１日 

至 平成19年 
２月28日 

売上高 (百万円) 418,955 390,907 378,772 842,009 804,120 

経常利益 (百万円) 8,680 7,603 5,431 19,943 17,019 

中間（当期）純利益 (百万円) 10,567 6,510 4,078 9,088 12,936 

純資産額 (百万円) 139,537 154,212 168,055 140,018 162,840 

総資産額 (百万円) 614,133 576,838 587,745 597,349 577,672 

１株当たり純資産額 (円) 284.04 313.28 341.27 283.92 329.85 

１株当たり中間 

（当期）純利益 
(円) 22.38 14.36 9.30 18.24 26.45 

潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）

純利益 

(円) 20.68 13.27 9.29 16.86 24.51 

自己資本比率 (％) 22.7 26.7 28.5 23.4 28.1 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 219 12,992 12,183 13,286 21,911 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 885 23,522 △6,948 1,750 12,157 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △1,646 △36,988 △3,055 △20,596 △40,099 

現金及び現金同等物

の中間期末（期末）

残高 

(百万円) 27,780 22,477 19,382 22,965 17,082 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数) 
(名) 

10,113 

(6,198) 

9,469 

(5,639) 

9,405 

(5,269) 

9,903 

(6,091) 

9,610 

(5,607) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）(1) 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

(2) 「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間（当期）純利益」及び「潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益」については、中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

(3) 従業員数は、就業人員数を記載しております。 

回次 第３期中 第４期中 第５期中 第３期 第４期 

会計期間 

自 平成17年 
３月１日 

至 平成17年 
８月31日 

自 平成18年 
３月１日 

至 平成18年 
８月31日 

自 平成19年 
３月１日 

至 平成19年 
８月31日 

自 平成17年 
３月１日 

至 平成18年 
２月28日 

自 平成18年 
３月１日 

至 平成19年 
２月28日 

売上高 (百万円) 391,163 362,779 355,321 787,774 747,982 

経常利益 (百万円) 5,114 4,812 3,534 10,820 9,002 

中間（当期）純利益

又は中間（当期） 

純損失(△) 

(百万円) 7,064 △3,730 801 409 △1,671 

資本金 (百万円) 37,404 37,404 37,404 37,404 37,404 

発行済株式総数 (株) 515,022,356 515,022,356 515,022,356 515,022,356 515,022,356 

純資産額 (百万円) 112,562 100,961 102,194 106,889 103,019 

総資産額 (百万円) 537,984 511,611 515,670 529,539 507,173 

１株当たり配当額 (円) 0.00 0.00 0.00 3.00 3.00 

自己資本比率 (％) 20.9 19.7 19.8 20.2 20.3 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数) 
(名) 

7,069 

(3,460) 

6,807 

(3,275) 

6,713 

(3,396) 

6,924 

(3,351) 

6,714 

(3,318) 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

 （注）主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

  

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）(1) 従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの

出向者を含む就業人員であります。 

(2) 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人員であります。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注）(1) 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。 

(2) 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員であります。 

(3）労働組合の状況 

 当社グループには、㈱三越の組合員からなる三越労働組合があり、「日本サービス・流通労働組合連合（ＪＳ

Ｄ）」に加盟しております。 

 なお、労使関係については円滑な関係にあり、特記すべき事項はありません。 

名称 住所 
資本金 

（百万円） 
主要な事業内容 

議決権の所有割
合（％） 

関係内容 

（持分法適用関連会

社） 

セントレスタ㈱ 

  東京都中央区 10   その他事業 33.4 
レストラン等の 

運営業務の委託 

  （平成19年８月31日現在）

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名） 

百貨店業 7,211 (3,676)  

不動産管理業 1,166 (  928)  

その他事業 1,028 (  665)  

合計 9,405 (5,269)  

  （平成19年８月31日現在）

従業員数（名） 6,713 (3,396)  



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

    当中間連結会計期間におけるわが国経済は、好調な企業収益が維持されたことにより設備投資は概ね堅調に推

移し、改善に広がりをみせております。また、個人消費は持ち直しの動きもみられるものの、原油価格が引続き

高水準であること、バイオ燃料生産向け農作物の需要増加による食物産品の値上がり、定率減税の廃止による税

負担の増加に加え、株価下落など、先行きに関しては依然楽観できない状況にあります。百貨店業界において

も、業態を越えた競合の出現や消費の変化など急速な環境変化への対応が求められています。 

 このような情勢の下、当社は今後とも成長・発展を果たすべく本年度より新経営計画「三越 ブランド ルネ

サンス ６ヵ年計画」をスタートし、三越ブランドの価値向上に向けた取り組みを行うとともに、グループ全体

でコスト削減に努めました。 

 以上の結果、売上高は3,787億７千２百万円（前年同期比96.9％）、営業利益は37億６千４百万円（前年同期比

58.9％）となりました。  

  

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

① 百貨店業 

  当社グループの中核事業であります百貨店業については、「三越 ブランド ルネサンス ６ヵ年計画」の初

年度として、お客さまに対する提供価値の磨き上げに努めてまいりました。 

 営業政策面におきましては、三越ブランドの象徴である日本橋本店において３月に服飾雑貨売場、６月に地下

食品売場をリニューアルし、８月には高質なイートインタイプの食品フロア「シェフズ＆スペシャリティー ダ

イニング」をオープンいたしました。また、一層のバリアフリー化対応を図るなど、よりハイグレードなおもて

なし空間の提供をすすめております。その他の店舗につきましても、鹿児島店において３月にスイーツテーマパ

ーク「三越スイーツ庭園 ｉｎ Ｋａｇｏｓｈｉｍａ」を核とした全館リニューアルを実施したほか、札幌店で

は８月に大通別館内に「ニューヨーク ランウェイ」を路面ショップとしてオープンいたしました。 

 お客さまの満足度向上に向けた取り組みとしては、日本橋本店と地方店のお客さまをネット回線によるテレビ

電話で結び、商品をご提案する「全国商品お取り寄せネットワーク」を３月に鹿児島店、５月に札幌店、６月に

は新潟店において開始しました。今後は、順次地方各店にネットワークを拡大してまいります。 

 また、平成23年度の新・大阪店開店に向けた情報発信と、旧大阪店閉鎖後も引続き当社をご利用いただいてい

る数多くの関西地区在住のお客さまへの新店開店までの利便性向上のため、５月に梅田スカイビルイースト１階

に「大阪ギフトサロン」をオープンいたしました。更に新たな取り組みとして、７月に神戸三田プレミアム・ア

ウトレットに「ニューヨーク ランウェイ バイ ミツコシ」を出店し、完全買取商品の拡充と販路の一層の強化

を図りました。 

 コスト削減に向けた取り組みとしては、物流体制の改革、後方業務の集約化、入札制の採用などによる購買改

革を実施し、一般管理費の削減を図りました。 

 その結果、団塊世代の顧客に対して高額品や高級腕時計などが好調であった宝飾品や旅行の売上は堅調に推移

したものの、天候に左右され易いファッション関連商品は低迷し、また、銀座店での一部ブランドとの契約終了

による売上減などが影響し、売上高は3,601億１千１百万円（前年同期比96.9％）、営業利益は24億７千２百万

円（前年同期比51.6％）となりました。 

② 不動産管理業 

  不動産管理業においては、前年に実施した物流センターや配送所の売却の影響があるものの、三越グループ外

への営業強化による売上拡大と営業費の削減に努めました。 

 以上の結果、売上高は118億１千７百万円（前年同期比107.3％）、営業利益は７億９千９百万円（前年同期比

84.9％）となりました。 

③ その他事業 

  その他事業は、製造卸売業及びその他サービス業を営んでおり、外部営業の強化、コスト削減などグループに

貢献すべく事業を展開いたしました。 

 当事業においては、４月にグループ会社の株式会社二幸のレストラン事業及び名古屋ビルサービス株式会社の

一部レストラン事業をロイヤルホールディングス株式会社に売却、セントレスタ株式会社を設立し、当社の持分

法適用関連会社といたしました。両社のノウハウをシナジーさせることにより、これまで以上に店舗内レストラ

ンの顧客満足度向上を図って参ります。 

 以上の結果、売上高は68億４千３百万円（前年同期比84.5％）、営業利益は５億１千５百万円（前年同期比

71.7％）となりました。 

(2) キャッシュ・フローの状況 



 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、121億８千３百万円の収入（前年同期は129億９千２百万円の収入）とな

りました。これは主に、税金等調整前中間純利益52億４千３百万円、減価償却費61億４千８百万円、売上債権・た

な卸資産・仕入債務の増減額２億７千４百万円等によるものです。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、69億４千８百万円の支出（前年同期は235億２千２百万円の収入）とな

りました。これは主に、日本橋本店の改装や札幌店の増床等、有形・無形固定資産の取得による支出103億６百万

円、また大阪出店計画に伴う差入保証金の増加等その他投資の増加による支出37億２千２百万円等、百貨店業での

積極的な設備投資によるものです。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、30億５千５百万円の支出（前年同期は369億８千８百万円の支出）とな

りました。これは主に、借入金の調達額と返済額の差額等によるものです。 

 以上の結果、当中間連結会計期間末の現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ22億９千９百万円増加

し、193億８千２百万円となりました。  



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績及び受注実績 

 当中間連結会計期間における生産実績及び受注実績は、その他事業の一部に実績がありますが、当社グループ全

体の事業活動に占める比重は極めて低いため、記載を省略しております。 

(2) 販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 品名 販売高（百万円） 前年同期比（％） 

百貨店業 

衣料品 121,467 △2.1 

身の回り品 50,372 0.2 

雑貨 58,970 △8.9 

家庭用品 19,321 △7.9 

食料品 89,125 △1.5 

食堂・喫茶 7,469 △5.6 

サービス・その他 14,013 △0.8 

消去 △629 △13.8 

計 360,111 △3.1 

不動産管理業 

不動産管理業 23,768 5.2 

消去 △11,951 3.2 

計 11,817 7.3 

その他事業 

製造卸売業 18,358 △9.8 

その他サービス業 14,065 △10.9 

消去 △25,579 △8.7 

計 6,843 △15.5 

合計 378,772 △3.1 



３【対処すべき課題】 

(1）会社の経営の基本方針 

 当社グループでは「社会的貢献と企業の繁栄」「伝統を越える革新性」「まごころと創意工夫」の３つの企業理念

を掲げております。これらの企業理念を踏まえ、企業価値を向上させるべく、長年にわたりお客さまの支持を得てき

た「三越」というブランドをさらに磨き上げ、真面目で正直な商売の精神を堅持しつつ、時代の変化やニーズの変化

をとらえ、お客さまのご期待を越える提案を行う体制を持ち続けることが、企業の社会的責任を果たすことと認識し

ております。 

 当社グループは、本年度からスタートした経営計画「三越 ブランド ルネサンス ６ヵ年計画」において、お客

さま、株主の皆様、取引先の方々、従業員など当社グループに関わる全てのステークホルダーに対してより高い価値

提供と持続的な信頼関係の構築を図ることを基本方針としております。お客さま第一の姿勢を基本に、３つの企業理

念に基づき、平成17年度より取り組んでまいりました「新・三越モデル」を更に磨き上げ、商品・サービス・空間ビ

ジュアルという３つの価値を適切にご提供できる体制の充実を図りながら、持続的な成長を果たす高収益小売業グル

ープの確立を目指してまいります。 

(2）中長期的な会社の経営戦略 

  今後の経済環境につきましては、日本の景気は回復を持続するものの、人口の減少や所得の二極化、税・社会保険

料等の負担増もあり、個人消費は力強さを欠く状況が続くと思われます。 

  小売業界におきましても、郊外型ショッピングセンターや都市型大規模商業施設などの新規開発物件に加え、エキ

ナカと呼ばれる駅構内商業施設の増加や、ネット通販の拡大など流通チャネルの多様化が進み、業態を越えた競争が

ますます激化しています。また消費の多様化が進むと共に、モノからコトヘのシフトが鮮明になるなど、百貨店業界

を取り巻く環境は一段と厳しくなっております。このような環境下において、企業のブランド価値向上と収益力強化

を果たすために、本年８月に株式会社伊勢丹との経営統合について合意いたしました。 

  今後は、両社の歴史や企業文化を尊重しつつ、各々が有する強みを活かすことにより、「世界随一の小売サービス

業グループ」となり、お客さまはじめ、株主、従業員、お取引先、地域社会を含むすべてのステークホルダーの皆さ

まに対して提供価値を高め社会に貢献してまいります。 

(3）会社が対処すべき課題 

  当社グループでは、平成17年度から「新・三越モデル」を推進し、ブランド価値の向上に取り組んでまいりました

が、これらの取り組みを継続、進化させた新たな経営計画「三越 ブランド ルネサンス ６ヵ年計画」を策定し、本

年度よりスタートいたしました。 

 「三越 ブランド ルネサンス ６ヵ年計画」では、「三越のブランドをさらに磨き上げ、様々なステークホルダーに

対してより高い価値提供と持続的な信頼関係の構築を図ること」を基本方針とし、『「上質なくらしを求める大人」

のゆたかなときを創造することにより もブランド価値の高い企業』の実現に向けて、事業毎の位置づけを見直し、

グループの総力をあげて取り組んでまいります。 

  ターゲットを「上質なくらしを求める大人」、イメージターゲットを当社の定義する富裕層と定め、そのライフス

タイル・価値観等にフィットした店づくりを目指し、お客さまのご期待を越える商品・サービスを提供すると同時

に、新規出店や通信販売事業・ｅコマース事業の拡大を通じて当社との接点を増やし、より深い関係作りに努めてま

いります。 

  同時に、経営管理面では、販売費及び一般管理費の削減、粗利益率の改善に努めることで、収益構造の改革を引き

続き進めてまいります。 

  また、グループの経営体制につきましては、本社組織の改革を行い、戦略機能と執行機能の分離を更に明確化し、

より透明性の高いコーポレートガバナンス、より効果的に機能する内部統制システムの実現に努め、商品・サービス

の適切な表示や個人情報保護など法令・社会規範に則った企業運営を進めてまいります。 

(4）株式会社の支配に関する基本方針について 

① 基本方針 

 当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を理解し、当社が企業価値ひ

いては株主共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上していくことを可能とするものである必要があると考えて

います。 

 当社は、当社の企業価値の源泉は、創業以来、長年に亘る企業活動により構築された「三越」のブランド価値に

あり、そのブランド価値は、株主の皆様、お客様、従業員、お取引先、社会等との間で持続的な信頼関係を構築し

ていくことにより、維持、醸成されていくものです。そして、当社は、この「三越」のブランド価値をさらに磨き

上げていくことにより、当社の企業価値・株主共同の利益の向上に努めております。 

 当社は、当社株式の大量買付等であっても、当社の企業価値・株主共同の利益に資するものであれば、これを一



概に否定するものではありません。また、株式会社の支配権の移転を伴う買収提案についての判断は、 終的には

株主全体の意思に基づき行なわれるべきものと考えております。 

 しかしながら、株式の大量買付等の中には、その目的等から見て企業価値・株主共同の利益に対する明白な侵害

をもたらすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が株式の大量

買付等の行為について検討しあるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しな

いもの、対象会社が買収者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために買収者との交渉を必要とするもの

等、対象会社の企業価値・株主共同の利益に資さないものも少なくありません。当社株式の買付を行う者が上記の

当社の企業価値の源泉を理解し、これらを中長期的に確保し、向上させられるのでなければ、当社の企業価値ひい

ては株主共同の利益は毀損されることになります。 

 当社としては、このような濫用的な買収に対しては必要かつ相当な対抗をすることにより、当社の企業価値ひい

ては株主共同の利益を確保する必要があると考えます。 

② 基本方針実現のための取組み 

（ａ）基本方針の実現に資する特別な取り組み 

 当社は、本年度より三越のブランド価値を向上させるため、中長期経営計画「三越 ブランド ルネサンス ６

ヵ年計画」をスタートいたしました。具体的には、①「上質なくらしを求める大人」とターゲットを明確にし、

ターゲットにあった品揃え・店づくり・サービスの提供を行い、三越ファンを増やすことで、当社のブランド価

値の向上に取り組んでまいります。また、②重点売場を核とした商品政策やコスト削減などにより収益率を向上

させ、③地域や規模に応じて、店舗の役割を明確にすることで、他社との競争の中での優位性を獲得し、④イン

ターネットや雑誌など顧客・販売ルートの拡大や、ディベロッパー事業のビジネスモデルの確立など、百貨店事

業以外の事業の充実に取組みます。さらには、⑤プロフェッショナルな人材の育成や従業員がチャレンジできる

企業風土の構築等により、お客様により上質なサービスを提供できるように努めてまいります。 

 当社は、独立性のある社外取締役３名及び社外監査役２名を選任し、取締役の任期を１年として経営陣の株主

の皆様に対する責任を明確化しております。また、任意の機関として「指名委員会」及び「報酬委員会」を設置

し、役員評価制度を導入し、経営の透明性を高めております。さらに、当社は、各役員の業績に連動した役員報

酬制度を導入しております。このように当社は、コーポレート・ガバナンス強化に取組んでおります。 

（ｂ）基本方針に照らして不適切な者が支配を獲得することを防止するための取り組み 

 当社は、平成19年２月15日開催の取締役会において「当社株式の大量取得行為に関する対応策」（以下「本プ

ラン」といいます。）の導入を決議し、平成19年５月22日開催の当社定時株主総会において、株主の皆様のご承

認をいただきました。 

③ 具体的取り組みに対する当社取締役会の判断及びその理由 

 当社の中長期経営計画は、当社の企業価値・株主共同の利益を継続的かつ持続的に向上させるための具体的方策

として策定されたものであり、まさに当社の基本方針に沿うものです。 

 また、本プランは、企業価値・株主共同の利益を確保・向上させる目的をもって導入されるものであり、基本方

針に沿うものです。特に、本プランは、当社の定款を変更した上、変更された定款に基づき株主総会で承認可決さ

れることを条件に導入されたものであること、その内容として合理的な客観的要件が設定されていること、独立性

の高い社外取締役及び社外監査役によって構成される独立委員会が設置され、本プランの発動に際しては必ず独立

委員会の判断を経ることが必要とされていること、独立委員会は当社の費用で第三者専門家を利用することができ

るとされていること、有効期間が 長約３年と定められた上、取締役会によりいつでも廃止できるとされているこ

となどにより、その公正性・客観性が担保されており、企業価値ひいては株主共同の利益に資するものであって、

当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当社と株式会社伊勢丹は両社が持つ経営資源を 大限活用するために、両社株主総会による承認を前提として、平

成20年４月１日（予定）を期して、株式移転により、株式会社三越伊勢丹ホールディングスを設立することについて

合意に達し、平成19年８月23日開催の両社取締役会において本株式移転による経営統合に関する「統合契約書」を締

結することを決議いたしました。また、平成19年10月４日開催の両社取締役会において承認の上、「株式移転計画」

を作成いたしました。 

 なお、詳細につきましては、「第５ 経理の状況 １ 中間連結財務諸表等 （1）中間連結財務諸表 追加情

報」に記載のとおりであります。 

５【研究開発活動】 

 特記すべき事項はありません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、㈱三越不動産は、固定資産を売却しており、その主要な設備は、次のとおりであり

ます。 

    （注）三越エトワールの売却には、その他に諸経費87百万円があります。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、改装について重要な変更は

ありません。 

 また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。  

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業員数 
（人） 建物及び

構築物等 
土地 

(面積㎡) 
合計 

㈱三越不動産 
 三越エトワール 
(フランス・パリ）

不動産管理業 美術館等 1,387  
1,001  

(933㎡) 
2,389  － 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注） 提出日現在の発行数には、平成19年11月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は、含まれておりません。 

(2) 【新株予約権等の状況】 

① 新株予約権 

旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

 （注） 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 1,500,000,000 

計 1,500,000,000 

種類 
中間会計期間末現在 

発行数（株） 
（平成19年８月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年11月９日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名 
内容 

普通株式 515,022,356 515,022,356 

東京証券取引所 

（市場第一部） 

大阪証券取引所 

（市場第一部） 

名古屋証券取引所 

（市場第一部） 

― 

計 515,022,356 515,022,356 ― ― 

株主総会の特別決議日（平成16年５月27日） 

  
中間会計期間末現在 
（平成19年８月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年10月31日） 

新株予約権の数（個） 111（注） 106 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  ―  ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 111,000 106,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり１ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年６月１日～ 

平成26年５月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   １ 

資本組入額  １ 
同左 

新株予約権の行使の条件 
各新株予約権１個当たりの

一部行使はできない。 
同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するに

は、当社取締役会の承認を

要す。 

同左 

代用払込みに関する事項  ―  ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  ―  ― 



 （注） 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 

会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

 （注） 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 

株主総会の特別決議日（平成17年５月24日） 

  
中間会計期間末現在 
（平成19年８月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年10月31日） 

新株予約権の数（個）  125（注）  125 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  ―  ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 125,000 125,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり１ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年６月１日～ 

平成27年５月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   １ 

資本組入額  １ 
同左 

新株予約権の行使の条件 
各新株予約権１個当たりの

一部行使はできない。 
同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するに

は、当社取締役会の承認を

要す。 

同左 

代用払込みに関する事項  ―  ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  ―  ― 

株主総会の決議日（平成18年５月23日） 

  
中間会計期間末現在 
（平成19年８月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年10月31日） 

新株予約権の数（個） 54（注） 54 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  ―  ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 54,000 54,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり１ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成19年６月１日～ 

平成28年５月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  507 

資本組入額 254 
同左 

新株予約権の行使の条件 

当社の取締役、執行役員又

は監査役の地位を有する時

は新株予約権を行使するこ

とができない。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するに

は、当社取締役会の承認を

要す。 

同左 

代用払込みに関する事項  ―  ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  ―  ― 



 （注） 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

株主総会の特別決議日（平成18年５月23日） 

  
中間会計期間末現在 
（平成19年８月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年10月31日） 

新株予約権の数（個） 16（注） 16 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  ― ―  

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 16,000 16,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり１ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成19年６月１日～ 

平成28年５月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  507 

資本組入額 254 
同左 

新株予約権の行使の条件 

当社の取締役、執行役員又

は監査役の地位を有する時

は新株予約権を行使するこ

とができない。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するに

は、当社取締役会の承認を

要す。 

同左 

代用払込みに関する事項  ―  ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  ―  ― 



(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(5) 【大株主の状況】 

 （注）(1) 上記のほか、当社所有の自己株式22,383千株（4.35％）があります。 

(2) 財団法人三越厚生事業団は、昭和22年４月、合併前の株式会社三越の寄付行為300万円により、財団法人三

越診療所として設立された公益法人で、基本財産の額は現在217億９千７百万円余となっており、資産の運

用から生ずる収入を充当して公益医療活動を行っております。（昭和43年12月、現在の名称に変更）当社

との間に特殊な資金関係はありません。 

(3) 三越愛護会は、大正４年８月、合併前の株式会社三越の役員の所有株式の寄付により設立された福利厚生

団体で、基金の額は現在75万円となっており、資産の運用から生ずる収入をもって引続き福利厚生事業を

行っています。当社との間に特殊な資金関係はありません。 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高 
（株） 

資本金増減額 

（百万円） 

資本金残高 

（百万円） 

資本準備金 
増減額 

（百万円） 

資本準備金 
残高 

（百万円） 

平成19年３月１日～ 

平成19年８月31日 
― 515,022,356 ― 37,404 ― 41,458 

  （平成19年８月31日現在）

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

財団法人三越厚生事業団 東京都新宿区西新宿１丁目24番１号 40,199 7.81 

日本トラスティ・サービス 

信託銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８番11号 16,669 3.24 

株式会社大塚家具 東京都江東区有明３丁目１番 11,700 2.27 

日本マスタートラスト 

信託銀行株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目11番３号 11,283 2.19 

三井生命保険株式会社 東京都千代田区大手町１丁目２番３号 11,195 2.17 

三越愛護会 東京都中央区日本橋室町１丁目４番１号 8,366 1.62 

三越従業員持株会 東京都中央区日本橋室町１丁目４番１号 8,067 1.57 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 7,000 1.36 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 5,530 1.07 

日本トラスティ・サービス 

信託銀行株式会社（信託口４） 
東京都中央区晴海１丁目８番11号 5,097 0.99 

計 ― 125,108 24.29 



(6) 【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が61,000株（議決権61個）含

まれております。 

②【自己株式等】 

 （注）(1) 株主名簿上は当社名義となっているが、実質的に所有していない株式が1,000株（議決権１個）あります。

なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」欄に含めております。 

(2) 新光三越百貨股份有限公司の他人名義株式は、証券会社が保管するものであり、名義人名称は、Daiwa  

Securities SMBC Hong Kong Limited、住所は、Level 26, One Pacific Place, 88 Queensway, Hong Kong

であります。 

  （平成19年８月31日現在）

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 

普通株式  22,383,000
― ― 

（相互保有株式） 

普通株式     200,000 
― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式 487,489,000 487,489 ― 

単元未満株式 普通株式   4,950,356 ― ― 

発行済株式総数          515,022,356 ― ― 

総株主の議決権 ― 487,489 ― 

  （平成19年８月31日現在）

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合

(％) 

（自己保有株式） 

株式会社三越 

東京都中央区日本橋 

室町１丁目４番１号 
22,383,000 ― 22,383,000 4.35 

（相互保有株式） 

新光三越百貨股份 

有限公司 

台湾台北市信義区松高

路19号８階 
― 200,000 200,000 0.04 

計 ― 22,383,000 200,000 22,583,000 4.38 



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

 （注） 高・ 低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

 役職の異動 

月別 平成19年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 

高（円） 548 584 656 645 614 605 

低（円） 509 533 563 582 537 508 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

取締役 

上席執行役員 

グループ業務部長 

兼統合準備室長 

取締役 

上席執行役員 
グループ業務部長 赤松  憲 平成19年９月１日



第５【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年３月１日から平成18年８月31日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成19年３月１日から平成19年８月31日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年３月１日から平成18年８月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年３月１日から平成19年８月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年３月１日から平成18年８月31日

まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年３月１日から平成18年８月31日まで）の中間財務諸表につ

いて、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年３月１日から平

成19年８月31日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成19年３月１日から平成19年８月31日まで）の中

間財務諸表について、新日本監査法人による中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年８月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金 ※２   22,592 20,254   17,230 

２ 受取手形及び 
売掛金 

    38,768 36,193   34,865 

３ たな卸資産     36,545 38,450   39,103 

４ その他     15,318 14,220   13,676 

５ 貸倒引当金     △116 △60   △106 

流動資産合計     113,108 19.6 109,058 18.6   104,768 18.1 

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１         

(1）建物及び構築物     104,631 106,260   107,769 

(2）土地     233,338 231,912   232,987 

(3）その他     9,500 14,383   11,583 

有形固定資産合計     347,470 352,557   352,340 

２ 無形固定資産     8,909 9,407   9,001 

３ 投資その他の資産           

(1）投資有価証券     50,418 57,209   55,836 

(2）差入保証金     40,209 39,886   38,981 

(3）その他     18,115 21,040   18,169 

(4）貸倒引当金     △1,393 △1,414   △1,425 

投資その他の資産
合計 

    107,349 116,721   111,562 

固定資産合計     463,729 80.4 478,686 81.4   472,903 81.9 

資産合計     576,838 100.0 587,745 100.0   577,672 100.0 

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年８月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形及び 
買掛金 

    42,719 43,584   42,566 

２ １年内償還 
新株予約権付社債 

    28,000 －   － 

３ 短期借入金     55,531 93,299   65,363 

４ 未払法人税等     2,941 904   1,147 

５ 前受金     － 32,387   31,118 

６ 商品券     31,944 30,441   29,986 

７ 預り金     － 30,668   － 

８ ポイント費用 
引当金 

    116 209   161 

９ その他     75,965 20,911   46,110 

流動負債合計     237,219 41.1 252,408 42.9   216,455 37.5 

Ⅱ 固定負債           

１ 長期借入金     90,815 76,525   106,008 

２ 繰延税金負債     39,597 43,736   44,192 

３ 退職給付引当金     40,228 39,248   39,929 

４ その他     14,764 7,772   8,246 

固定負債合計     185,406 32.1 167,282 28.5   198,376 34.3 

負債合計     422,626 73.3 419,690 71.4   414,831 71.8 

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本             

１ 資本金     37,404 6.5 37,404 6.4   37,404 6.5

２ 資本剰余金     41,922 7.3 41,940 7.1   41,933 7.3

３ 利益剰余金     62,831 10.9 71,858 12.2   69,257 12.0

４ 自己株式     △452 △0.1 △607 △0.1   △515 △0.1

株主資本合計     141,706 24.6 150,595 25.6   148,078 25.6 

Ⅱ 評価・換算差額等             

１ その他有価証券 
評価差額金 

    11,176 1.9 13,645 2.3   12,197 2.1

２ 繰延ヘッジ損益     7 0.0 △1 △0.0   0 0.0

３ 為替換算調整勘定     927 0.2 3,351 0.6   2,141 0.4

評価・換算差額等 
合計 

    12,110 2.1 16,995 2.9   14,340 2.5 

Ⅲ 新株予約権     6 0.0 35 0.0   25 0.0 

Ⅳ 少数株主持分     389 0.1 428 0.1   395 0.1 

純資産合計     154,212 26.7 168,055 28.6   162,840 28.2 

負債純資産合計     576,838 100.0 587,745 100.0   577,672 100.0 



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     390,907 100.0 378,772 100.0   804,120 100.0 

Ⅱ 売上原価     283,825 72.6 277,128 73.2   585,467 72.8 

売上総利益     107,081 27.4 101,643 26.8   218,652 27.2 

Ⅲ 販売費及び 
一般管理費 

          

１ 宣伝費   10,475   10,253 22,053   

２ 商品送達費   8,189   7,111 15,792   

３ 貸倒引当金 
繰入額 

  50   － 113   

４ ポイント費用 
引当金繰入額 

  52   80 120   

５ 給料手当   29,873   28,840 62,296   

６ 退職給付費用   2,176   2,146 4,328   

７ 借地借家料   15,045   14,397 30,585   

８ 減価償却費   5,379   5,512 11,071   

９ その他   29,445 100,687 25.8 29,534 97,878 25.8 59,673 206,034 25.6

営業利益     6,394 1.6 3,764 1.0   12,617 1.6 

Ⅳ 営業外収益           

１ 受取利息   139   169 291   

２ 受取配当金   148   196 253   

３ 債務勘定整理益   1,940   2,118 3,903   

４ 持分法による 
投資利益 

  2,199   2,312 5,931   

５ その他   530 4,958 1.3 440 5,238 1.4 1,471 11,851 1.5 

Ⅴ 営業外費用           

１ 支払利息   1,219   1,228 2,285   

２ 商品棚卸不足   212   165 410   

３ 債務勘定整理益 
繰戻損 

  1,380   1,316 2,734   

４ その他   936 3,749 1.0 861 3,572 0.9 2,018 7,449 0.9 

経常利益     7,603 1.9 5,431 1.4   17,019 2.1 

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅵ 特別利益           

１ 貸倒引当金 
取崩益 

  240   1 237   

２ 固定資産売却益 ※１ 14,155   1,642 15,334   

３ 投資有価証券 
売却益 

  585   13 714   

４ 関係会社株式 
売却益 

※２ －   762 －   

５ 原状回復費用等 
戻入益 

※３ 386   － 759     

６ その他    77 15,446 4.0 － 2,420 0.6 184 17,230 2.1 

Ⅶ 特別損失           

１ 固定資産売却損 ※４ 17   － 40   

２ 固定資産除却損 ※５ 989   743 2,151   

３ 減損損失  ※６ 15,184   34 15,393   

４ 事業所再編 
関連費用 

※７ －   1,092 －   

５ 店舗閉鎖損失 ※８ 116   － 192   

６ 早期退職措置 
関連損失 

※９ 1,454   － 1,461   

７ 投資有価証券 
評価損 

  28   119 42   

８ 経営統合関連費用 ※10  －   439 －   

９ その他   616 18,406 4.7 179 2,608 0.7 1,474 20,756 2.6 

税金等調整前 
中間純利益又は 
税金等調整前 
当期純利益 

    4,642 1.2 5,243 1.4   13,493 1.7 

法人税、住民税 
及び事業税 

  2,704   765 1,331   

法人税等調整額   △4,580 △1,876 △0.5 362 1,128 0.3 △790 541 0.1

少数株主利益     8 0.0 36 0.0   15 0.0 

中間純利益又は 
当期純利益 

    6,510 1.7 4,078 1.1   12,936 1.6 



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日）                          

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年２月28日 残高 

 （百万円） 
37,404 41,899 57,799 △400 136,702 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当     △1,478   △1,478 

中間純利益     6,510   6,510 

自己株式の取得       △52 △52 

自己株式の処分   23   0 23 

株主資本以外の項目の中間連結 

会計期間中の変動額（純額） 
          

中間連結会計期間中の変動額合計 

 （百万円） 
－ 23 5,032 △51 5,003 

平成18年８月31日 残高  

 （百万円） 
37,404 41,922 62,831 △452 141,706 

   

 

評価・換算差額等 

新株予約権
少数株主 
持分 

純資産合計 その他 
有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ
損益 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算
差額等合計

平成18年２月28日 残高 

 （百万円） 
2,039 － 1,276 3,316 － 384 140,403 

中間連結会計期間中の変動額              

剰余金の配当             △1,478 

中間純利益             6,510 

自己株式の取得             △52 

自己株式の処分             23 

株主資本以外の項目の中間連結 

会計期間中の変動額（純額） 
9,136 7 △349 8,794 6 4 8,805 

中間連結会計期間中の変動額合計 

 （百万円） 
9,136 7 △349 8,794 6 4 13,809 

平成18年８月31日 残高 

  (百万円） 
11,176 7 927 12,110 6 389 154,212 



当中間連結会計期間（自 平成19年３月１日 至 平成19年８月31日）                          

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年２月28日 残高 

 （百万円） 
37,404 41,933 69,257 △515 148,078 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当     △1,478   △1,478 

中間純利益     4,078   4,078 

自己株式の取得       △92 △92 

自己株式の処分   7   0 8 

株主資本以外の項目の中間連結 

会計期間中の変動額（純額） 
          

中間連結会計期間中の変動額合計 

 （百万円） 
－ 7 2,600 △91 2,516 

平成19年８月31日 残高  

 （百万円） 
37,404 41,940 71,858 △607 150,595 

   

 

評価・換算差額等 

新株予約権
少数株主 
持分 

純資産合計 その他 
有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ
損益 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算
差額等合計

平成19年２月28日 残高 

 （百万円） 
12,197 0 2,141 14,340 25 395 162,840 

中間連結会計期間中の変動額              

剰余金の配当             △1,478 

中間純利益             4,078 

自己株式の取得             △92 

自己株式の処分             8 

株主資本以外の項目の中間連結 

会計期間中の変動額（純額） 
1,448 △1 1,209 2,655 9 32 2,697 

中間連結会計期間中の変動額合計 

 （百万円） 
1,448 △1 1,209 2,655 9 32 5,214 

平成19年８月31日 残高 

  (百万円） 
13,645 △1 3,351 16,995 35 428 168,055 



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日）                   

 （注）平成18年５月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年２月28日 残高 
（百万円） 

37,404 41,899 57,799 △400 136,702

連結会計年度中の変動額     

剰余金の配当 （注）   △1,478   △1,478

当期純利益   12,936   12,936

自己株式の取得   △116 △116

自己株式の処分   33 1 34

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

    

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ 33 11,458 △115 11,376

平成19年２月28日 残高 
（百万円） 

37,404 41,933 69,257 △515 148,078

  

評価・換算差額等 

新株予約権
少数株主 
持分 

純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ
損益 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算
差額等合計

平成18年２月28日 残高 
（百万円） 

2,039 － 1,276 3,316 － 384 140,403 

連結会計年度中の変動額         

剰余金の配当 （注）       △1,478 

当期純利益       12,936 

自己株式の取得       △116 

自己株式の処分       34 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

10,158 0 864 11,023 25 11 11,060 

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

10,158 0 864 11,023 25 11 22,436 

平成19年２月28日 残高 
（百万円） 

12,197 0 2,141 14,340 25 395 162,840 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

(自 平成18年３月１日 

至 平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年３月１日 

至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年３月１日 

至  平成19年２月28日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ  営業活動によるキャッシュ・フロー         

１  税金等調整前中間純利益又は 

税金等調整前当期純利益 
  4,642 5,243 13,493 

２  減価償却費   6,054 6,148 12,404 

３  減損損失   15,184 34 15,393 

４  貸倒引当金の増減額（減少：△）   △236 △27 △131 

５  退職給付引当金の増減額（減少:△)   △237 △275 △595 

６  受取利息及び受取配当金   △287 △366 △544 

７  支払利息   1,219 1,228 2,285 

８  持分法による投資利益   △2,199 △2,312 △5,931 

９  固定資産売却益   △14,155 △1,642 △15,334 

10  投資有価証券売却益   △585 △13 △714 

11  関係会社株式売却益   － △762 － 

12  原状回復費用等戻入益   △386 － △759 

13  固定資産売却損   17 － 40 

14  固定資産除却損   989 743 2,151 

15 事業所再編関連費用   － 1,092 － 

16  店舗閉鎖損失   116 － 192 

17  早期退職措置関連損失   1,454 － 1,461 

18  投資有価証券評価損   28 119 42 

19  売上債権の増減額（増加：△）   △453 △1,631 3,432 

20  たな卸資産の増減額（増加：△）   1,137 747 △1,272 

21  仕入債務の増減額（減少：△）   70 1,159 △143 

22  未払消費税等の増減額（減少：△）   △435 162 285 

23  その他   2,521 3,180 2,625 

小計   14,456 12,827 28,381 

24  利息及び配当金の受取額   1,888 2,411 2,073 

25  利息の支払額   △1,241 △1,247 △2,354 

26  早期退職措置に伴う支払額   △1,127 △857 △4,357 

27  店舗閉鎖に伴う支払額   △294 △32 △673 

28  法人税等の支払額   △690 △918 △1,158 

営業活動によるキャッシュ・フロー   12,992 12,183 21,911 

 



    
前中間連結会計期間 

(自 平成18年３月１日 

至 平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年３月１日 

至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年３月１日 

至  平成19年２月28日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ  投資活動によるキャッシュ・フロー         

１  定期預金の預入による支出   △90 △866 △92 

２  定期預金の払戻による収入   115 80 145 

３  有価証券・投資有価証券の 

取得による支出 
  △229 △118 △197 

４  有価証券・投資有価証券の 

売却による収入 
  929 822 1,149 

５  連結の範囲の変更を伴う 

子会社株式の売却による収入 
  － 708 － 

６  有形・無形固定資産の取得による支出   △6,775 △10,306 △20,540 

７  有形・無形固定資産の売却による収入   28,914 4,190 29,992 

８  短期貸付金の純増減額（純増加：△）   200 － 0 

９  長期貸付金の回収による収入   20 121 442 

10  その他の投資の増加による支出   △479 △3,722 △1,372 

11  その他の投資の減少による収入   916 2,142 2,629 

投資活動によるキャッシュ・フロー   23,522 △6,948 12,157 

Ⅲ  財務活動によるキャッシュ・フロー         

１  短期借入金の純増減額（純減少：△）   △8,401 27,285 3,957 

２  長期借入れによる収入   3,500 1,500 42,100 

３  長期借入金の返済による支出   △30,582 △30,291 △56,583 

４  新株予約権付社債の償還による支出   － － △28,000 

５  自己株式の取得による支出   △52 △92 △116 

６  自己株式の売却による収入   23 8 34 

７  配当金の支払額   △1,471 △1,461 △1,488 

８  少数株主への配当金支払額   △4 △4 △4 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △36,988 △3,055 △40,099 

Ⅳ  現金及び現金同等物に係る換算差額   △13 120 147 

Ⅴ  現金及び現金同等物の増減額 

(減少：△） 
  △487 2,299 △5,882 

Ⅵ  現金及び現金同等物の期首残高   22,965 17,082 22,965 

Ⅶ  現金及び現金同等物の中間期末  

(期末）残高 
  22,477 19,382 17,082 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

１  連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数         25社 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数         27社 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数         27社 

主要な連結子会社の名称 

㈱三越友の会、㈱三越環境デザイ

ン、㈱二幸、㈱三越情報サービス 

主要な連結子会社の名称 

㈱三越友の会、㈱三越環境デザイ

ン、㈱二幸 

主要な連結子会社の名称 

㈱三越友の会、㈱三越環境デザイ

ン、㈱二幸 

当中間連結会計期間中の減少  ２社 

㈱名古屋三越フードサービスは、平成

18年３月に名古屋ビルサービス㈱に吸

収合併されたため上記連結子会社の数

には含まれておりません。また、㈱サ

ンナカムラは、平成18年８月末までに

清算が結了したため上記連結子会社の

数には含まれておりませんが、清算ま

での損益計算書については連結してお

ります。 

  当連結会計年度中の増加  ２社 

㈱三越環境ビル管理及び㈱エム・ロジ

スティクス・ソリューションズは平成

18年３月に設立されたため、当連結会

計年度より連結の範囲に含めておりま

す。 

当連結会計年度中の減少  ２社 

㈱名古屋三越フードサービスは、平成

18年３月に名古屋ビルサービス㈱に吸

収合併されたため上記連結子会社の数

には含まれておりません。また、㈱サ

ンナカムラは、平成18年８月末までに

清算が結了したため、上記連結子会社

の数には含まれておりませんが、清算

までの損益計算書については連結して

おります。 

(2）主要な非連結子会社の名称 

枚方中央ビル㈱ 

(2）主要な非連結子会社の名称 

枚方中央ビル㈱ 

(2）主要な非連結子会社の名称 

枚方中央ビル㈱ 

（連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社は、いずれも小規模会社

であり、合計の総資産、売上高、中間

純損益（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等は、いずれ

も中間連結財務諸表に重要な影響を及

ぼしていないためであります。 

（連結の範囲から除いた理由） 

同左 

（連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社は、いずれも小規模会社

であり、合計の総資産、売上高、当期

純損益（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等は、いずれ

も連結財務諸表に重要な影響を及ぼし

ていないためであります。 

(3）他の会社等の議決権の過半数を自己の

計算において所有しているにもかかわ

らず子会社としなかった当該他の会社

等の名称 

㈱ワイ・シー・シー 

(3）他の会社等の議決権の過半数を自己の

計算において所有しているにもかかわ

らず子会社としなかった当該他の会社

等の名称 

㈱ワイ・シー・シー 

(3）他の会社等の議決権の過半数を自己の

計算において所有しているにもかかわ

らず子会社としなかった当該他の会社

等の名称 

㈱ワイ・シー・シー 

（子会社としなかった理由） 

当社は、㈱ワイ・シー・シーの議決権

を自己の計算において過半数を所有し

ておりますが、契約により実質的に経

営を他に委ねたため子会社としており

ません。 

（子会社としなかった理由） 

同左 

（子会社としなかった理由） 

同左 

２  持分法の適用に関する事項 

(1）持分法を適用した関連会社の数 ３社 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1）持分法を適用した関連会社の数 ４社 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1）持分法を適用した関連会社の数 ３社 

会社等の名称 

㈱プランタン銀座、㈱うすい百貨

店、新光三越百貨股份有限公司 

会社等の名称 

㈱プランタン銀座、㈱うすい百貨

店、新光三越百貨股份有限公司、セ

ントレスタ㈱ 

  当中間連結会計期間中の増加  １社 

セントレスタ㈱は、平成19年４月に新

設され33.4％に相当する株式を当社が

取得したことから当中間連結会計期間

より持分法を適用しております。 

会社等の名称 

㈱プランタン銀座、㈱うすい百貨

店、新光三越百貨股份有限公司 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

(2）持分法を適用しない非連結子会社及び

関連会社のうち主要な会社等の名称 

非連結子会社        

枚方中央ビル㈱ 

(2）持分法を適用しない非連結子会社及び

関連会社のうち主要な会社等の名称 

非連結子会社 

枚方中央ビル㈱ 

(2）持分法を適用しない非連結子会社及び

関連会社のうち主要な会社等の名称 

非連結子会社 

枚方中央ビル㈱ 

関連会社  

栄地下センター㈱ 

関連会社 

栄地下センター㈱ 

関連会社 

栄地下センター㈱ 

（持分法を適用しない理由） 

持分法を適用しない非連結子会社及び

関連会社は、それぞれ中間純損益（持

分に見合う額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）等からみて、持分法の対

象から除いても中間連結財務諸表に及

ぼす影響が軽微であり、かつ、全体と

しても重要性がないためであります。 

（持分法を適用しない理由） 

同左 

（持分法を適用しない理由） 

持分法を適用しない非連結子会社及び

関連会社は、それぞれ当期純損益（持

分に見合う額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）等からみて、持分法の対

象から除いても連結財務諸表に及ぼす

影響が軽微であり、かつ、全体として

も重要性がないためであります。 

(3）持分法を適用した会社のうち中間決算

日が中間連結決算日と異なる会社の取

扱 

持分法を適用した会社のうち、中間決

算日が中間連結決算日と異なる会社に

ついては、当該会社の中間会計期間に

係る中間財務諸表を使用しておりま

す。 

(3）持分法を適用した会社のうち中間決算

日が中間連結決算日と異なる会社の取

扱 

持分法を適用した会社のうち、中間決

算日が中間連結決算日と異なる会社に

ついては、当該会社の中間会計期間に

係る中間財務諸表を使用しており、中

間連結決算日との間に生じた重要な取

引については、持分法適用上必要な調

整を行っております。 

(3）持分法を適用した会社のうち事業年度

が親会社の事業年度と異なる会社の取

扱 

持分法を適用した会社のうち、事業年

度が親会社の事業年度と異なる会社に

ついては、当該会社の事業年度に係る

財務諸表を使用しております。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関する事項 

連結子会社のうち、フランス三越S.A.

S.、英国三越LTD.、英国三越レストラン

LTD.、イタリア三越S.p.A.、ドイツ三越

GmbH、スペイン三越S.A.、米国三越IN

C.、三越企業有限公司、三越レストラン

サービスLTD.（香港）の９社の中間決算

日は６月30日であります。中間連結財務

諸表の作成に当たっては、同日現在の中

間財務諸表を使用し、中間連結決算日と

の間に生じた重要な取引については、連

結上必要な調整を行っております。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関する事項 

同左 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうち、フランス三越S.A.

S.、英国三越LTD.、英国三越レストラン

LTD.、イタリア三越S.p.A.、ドイツ三越

GmbH、スペイン三越S.A.、米国三越IN

C.、三越企業有限公司、三越レストラン

サービスLTD.（香港）の９社の決算日は

12月31日であります。連結財務諸表の作

成に当たっては、同日現在の財務諸表を

使用し、連結決算日との間に生じた重要

な取引については、連結上必要な調整を

行っております。 

４  会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算期末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は、全

部純資産直入法により処理し、

売却原価は主として移動平均法

により算定） 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原

価は主として移動平均法により

算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

② デリバティブ 

時価法 

② デリバティブ 

同左 

② デリバティブ 

同左 

③ たな卸資産 

商品 

主として売価還元法による原価法

（店頭外商品は個別法による原価

法） 

③ たな卸資産 

商品 

同左 

③ たな卸資産 

商品 

同左 

製品、半製品、原材料 

主として移動平均法による低価法

及び個別法による原価法 

製品、半製品、原材料 

同左 

製品、半製品、原材料 

同左 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

建物（附属設備を除く） 

主として定額法 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

建物（附属設備を除く） 

同左 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

建物（附属設備を除く） 

同左 

建物以外の有形固定資産 

主として定率法 

なお、耐用年数及び残存価額に

ついては、主として法人税法に

規定する方法と同一の基準によ

り償却 

建物以外の有形固定資産 

同左 

建物以外の有形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

定額法 

なお、耐用年数については、主と

して法人税法に規定する方法と同

一の基準により償却 

ただし、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法 

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

金銭債権の貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に債権の回収可能性を考

慮して引当てております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

② ポイント費用引当金 

ポイント金券の発行に備えるため、

当中間連結会計期間末におけるポイ

ント残高に対する将来の金券発行見

積り額を引当てております。 

② ポイント費用引当金 

同左 

② ポイント費用引当金 

ポイント金券の発行に備えるため、

当連結会計年度末におけるポイント

残高に対する将来の金券発行見積り

額を引当てております。 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、主

として当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間連結会計期間末にお

いて発生していると認められる額を

引当てております。 

会計基準変更時差異については、10

年による按分額を費用処理しており

ます。 

過去勤務債務については、その発生

時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（主として13

年）による定額法により按分した額

を費用処理しております。 

数理計算上の差異については、各連

結会計年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（主として13年）による定額法に

より按分した額を、それぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理してお

ります。 

③ 退職給付引当金 

同左 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、主

として当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当連結会計年度末において

発生していると認められる額を引当

てております。 

会計基準変更時差異については、10

年による按分額を費用処理しており

ます。 

過去勤務債務については、その発生

時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（主として13

年）による定額法により按分した額

を費用処理しております。 

数理計算上の差異については、各連

結会計年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（主として13年）による定額法に

より按分した額を、それぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理してお

ります。 

(4）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、主として

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

(4）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(4）重要なリース取引の処理方法 

同左 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

(5）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

為替予約取引について振当処理の要

件を満たしている場合は振当処理

を、金利スワップ取引について特例

処理の要件を満たしている場合は特

例処理を採用しております。 

(5）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

(5）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

為替予約取引、金利スワップ取引 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

ヘッジ対象 

外貨建営業債権債務及び外貨建予

定取引、借入金の支払金利 

    

  

③ ヘッジ方針 

当社グループにおけるデリバティブ

取引管理規定に基づき、為替変動リ

スク及び金利変動リスクを回避する

ことを目的としてヘッジ取引を利用

しております。 

③ ヘッジ方針 

同左 

③ ヘッジ方針 

同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段とヘッジ対象の資産・負

債等に関する重要な条件が同一であ

るため、有効性の判定は省略してお

ります。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(6）その他中間連結財務諸表作成のための

重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式によ

っております。 

(6）その他中間連結財務諸表作成のための

重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

(6）その他連結財務諸表作成のための重要

な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金（現金及び現金同等物）は、手

許現金、随時引出可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

同左 

５ 連結キャッシュ・フロー計算書における

資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における

資金（現金及び現金同等物）は、手許現

金、随時引出可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資

からなっております。 



会計処理の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間連結会計期間より、「固定資産の減

損に係る会計基準」（「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成15年10月

31日 企業会計基準適用指針第６号）を適

用しております。これにより営業利益及び

経常利益は525百万円増加し、税金等調整

前中間純利益は14,658百万円減少しており

ます。 

なお、減損損失累計額については、改正後

の中間連結財務諸表規則に基づき当該各資

産の金額から直接控除しております。ま

た、セグメント情報に与える影響はセグメ

ント情報に記載しております。 

───── （固定資産の減損に係る会計基準） 

当連結会計年度より、「固定資産の減損に

係る会計基準」（「固定資産の減損に係る

会計基準の設定に関する意見書」（企業会

計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第６号）を適用して

おります。これにより営業利益及び経常利

益は1,078百万円増加し、税金等調整前当

期純利益は14,199百万円減少しておりま

す。 

なお、減損損失累計額については、改正後

の連結財務諸表規則に基づき当該各資産の

金額から直接控除しております。また、セ

グメント情報に与える影響はセグメント情

報に記載しております。 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当中間連結会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成17年12月９日 

企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準委員会 平成17年

12月９日 企業会計基準適用指針第８号）

を適用しております。従来の資本の部の合

計に相当する金額は153,809百万円であり

ます。 

なお、中間連結財務諸表規則の改正により

当中間連結会計期間における中間連結貸借

対照表の純資産の部については、改正後の

中間連結財務諸表規則により作成しており

ます。 

───── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

当連結会計年度より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準委員会 平成17年12月９日 企業会

計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17年12月

９日 企業会計基準適用指針第８号）を適

用しております。従来の資本の部の合計に

相当する金額は162,418百万円でありま

す。 

なお、連結財務諸表規則の改正により当連

結会計年度における連結貸借対照表の純資

産の部については、改正後の連結財務諸表

規則により作成しております。 

（ストック・オプション等に関する会計基

準） 

当中間連結会計期間より、「ストック・オ

プション等に関する会計基準」（企業会計

基準委員会 平成17年12月27日 企業会計

基準第８号）及び「ストック・オプション

等に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成18年５月31日 企業会

計基準適用指針第11号）を適用しておりま

す。この変更の損益に与える影響は軽微で

あります。 

───── （ストック・オプション等に関する会計基

準） 

当連結会計年度より、「ストック・オプシ

ョン等に関する会計基準」（企業会計基準

委員会 平成17年12月27日 企業会計基準

第８号）及び「ストック・オプション等に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成18年５月31日 企業会計基

準適用指針第11号）を適用しております。

この変更の損益に与える影響は軽微であり

ます。 

 



表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

───── （固定資産の減価償却の方法） 

当中間連結会計期間より、法人税法の改正

((所得税法等の一部を改正する法律 平成

19年３月30日 法律第６号)及び(法人税法

施行令の一部を改正する政令 平成19年３

月30日 政令第83号))に伴い、平成19年４

月１日以降に取得したものについては、改

正後の法人税法に基づく方法に変更してお

ります。 

なお、この変更に伴う営業利益、経常利益

及び税金等調整前中間純利益に与える影響

は軽微であります。 

また、セグメント情報に与える影響も軽微

であります。 

───── 

───── （企業結合に係る会計基準等） 

当中間連結会計期間より、「企業結合に係

る会計基準」（企業会計審議会 平成15年

10月31日）及び「事業分離等に関する会計

基準」（企業会計基準委員会 平成17年12

月27日 企業会計基準第７号）並びに「企

業結合会計基準及び事業分離等会計基準に

関する適用指針」（企業会計基準委員会 

終改正平成18年12月22日 企業会計基準

適用指針第10号）を適用しております。 

───── 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

───── （中間連結貸借対照表） 

前中間連結会計期間末において流動負債の

「その他」に含めて表示していた「前受

金」及び「預り金」は、負債純資産合計に

対し５／100を超えたため、当中間連結会

計期間末においては区分掲記しておりま

す。 

なお、前中間連結会計期間末の流動負債の

「その他」に含まれる「前受金」及び「預

り金」は、それぞれ28,725百万円及び

24,896百万円であります。 

（連結貸借対照表） 

前連結会計年度において流動負債の「その

他」に含めて表示していた「前受金」は、

負債純資産の合計に対し５／100を超えた

ため、当連結会計年度から区分掲記してお

ります。なお、前連結会計年度の流動負債

の「その他」に含まれる「前受金」は、

29,095百万円であります。 



追加情報 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

持分法適用関連会社である新光三越百貨股份

有限公司は、当中間連結会計期間より、台湾

の金融商品に係る新しい会計基準を適用して

おります。これにより従来と比較して投資有

価証券及びその他有価証券評価差額金は各々

9,846百万円増加しております。  

───── 持分法適用関連会社である新光三越百貨股份

有限公司は、当連結会計年度より、台湾の金

融商品に係る新しい会計基準を適用しており

ます。これにより従来と比較して投資有価証

券及びその他有価証券評価差額金は各々

10,837百万円増加しております。 

───── （株式会社伊勢丹との経営統合について） 

当社と株式会社伊勢丹（以下「伊勢丹」）

は、両社株主総会による承認を前提とし

て、平成20年４月１日（予定）を期して、

株式移転により、株式会社三越伊勢丹ホー

ルディングス（以下「共同持株会社」）を

設立（以下「本株式移転」）することにつ

いて合意に達し、平成19年８月23日開催の

両社取締役会において本株式移転による経

営統合に関する「統合契約書」を締結する

ことを決議いたしました。また、平成19年

10月４日開催の両社取締役会において承認

の上、「株式移転計画」を作成いたしまし

た。 

株式移転の要旨 

(1）株式移転の日程 

  平成19年11月20日（予定） 

  本株式移転計画承認株主総会 

  平成20年４月１日（予定） 

  共同持株会社設立登記日（効力発生

日） 

(2）株式移転比率 

（注１）(1）これにより、伊勢丹の普通株式

１株に対して共同持株会社の

普通株式１株を、三越の普通

株式１株に対して共同持株会

社の普通株式0.34株をそれぞ

れ割当て交付いたします。 

但し、上記株式移転比率は、

算定の基礎となる諸条件に重

大な変更が生じた場合は、両

社協議の上、変更することが

あります。 

(2）共同持株会社が本株式移転に

より交付する新株式数（予

定） 

普通株式400,380,504株 

但し、共同持株会社設立の直

前までに伊勢丹又は三越の新

株予約権等の行使等がなされ

た場合は、共同持株会社が交

付する新株式数は変動するこ

とがあります。 

会社名 伊勢丹 三越 

株式移転比率 1 0.34 

───── 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

  (3）株式移転比率の算定の基礎及び経緯 

本株式移転に用いられる株式移転比率

の算定にあたって公正性を期すため、

伊勢丹は三菱ＵＦＪ証券株式会社（以

下「三菱ＵＦＪ証券」）を、当社は大

和証券エスエムビーシー株式会社（以

下「大和証券ＳＭＢＣ」）を今回の経

営統合のためのファイナンシャル・ア

ドバイザーとして任命しそれぞれ株式

移転比率の算定を依頼いたしました。 

三菱ＵＦＪ証券は、本統合の諸条件等

を分析した上で、市場株価法、類似会

社比較法、ＤＣＦ（ディスカウンテッ

ド・キャッシュフロー）法、1株当たり

利益希薄化分析などを総合的に勘案し

て意見表明を行っております。 

大和証券ＳＭＢＣは、株式移転比率の

算定において、ＤＣＦ（ディスカウン

テッド・キャッシュフロー）法及び市

場株価法を主たる指標として採用し、

加えて、多面的な評価を行うため、参

考として時価純資産法による分析等を

行っております。 

伊勢丹は、三菱ＵＦＪ証券による株式

移転比率の算定結果を参考に、当社

は、大和証券ＳＭＢＣによる株式移転

比率の算定結果を参考に、それぞれ両

社の財務の状況、資産の状況、将来の

見通し等の要因を総合的に勘案し、両

社で株式移転比率について慎重に協議

を重ねた結果、 終的に上記株式移転

比率が妥当であるとの判断に至り合意

いたしました。 

(4）株式移転により新たに設立する会社の

状況 

商号 株式会社三越伊勢丹ホ

ールディングス  

事業内容 百貨店業等の事業を行

う子会社及びグループ

会社の経営計画・管理

並びにそれに付帯する

業務 

本店所在地 東京都中央区銀座 

資本金 500億円 

  

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

  (5）本株式移転に伴う会計処理の概要 

本株式移転は、企業結合会計基準にお

ける「取得」に該当するため、現時点

においてパーチェス法の適用が想定さ

れており、その場合、会計上の被取得

会社である当社及びその子会社の資産

及び負債は、共同持株会社の連結財務

諸表上において時価で計上されること

となります。この場合、共同持株会社

は連結決算において、現時点で試算す

ると負ののれんを約700億円（注２）計

上することが見込まれます。金額及び

償却年数等については、未定でありま

す。 

（注２）平成19年10月4日までに入手した諸

数値を前提に試算した見込みのも

のであり、今後変動し、 終確定

額はこれと異なる可能性がありま

す。 

 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年８月31日） 

前連結会計年度末 
（平成19年２月28日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

  184,504百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

  185,159百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

  183,903百万円

※２ 担保に供している資産 ※２ 担保に供している資産 ※２ 担保に供している資産 

上記物件は、連結子会社が、不動産賃

借契約に伴い担保を差し入れたもの

で、当中間連結会計期間末現在対応債

務は存在しておりません。 

現金及び預金 3百万円

上記物件は、連結子会社が、不動産賃

借契約に伴い担保を差し入れたもの

で、当中間連結会計期間末現在対応債

務は存在しておりません。 

現金及び預金 5百万円

上記物件は、連結子会社が、不動産賃

借契約に伴い担保を差し入れたもの

で、当連結会計年度末現在対応債務は

存在しておりません。 

現金及び預金  5百万円

 ３ 偶発債務 

親会社の従業員住宅ローン保証    

            2,298百万円 

 ３ 偶発債務 

親会社の従業員住宅ローン保証    

            1,924百万円 

 ３ 偶発債務 

親会社の従業員住宅ローン保証 

2,104百万円 

 ４ 連結子会社１社は、当社グループ従業

員の福利厚生を目的として、従業員の

任意によりキャッシングカード契約を

締結しております。この契約に基づく

当中間連結会計期間末の融資未実行残

高は次のとおりであります。  

―――――  ４ 連結子会社１社は、当社グループ従業

員の福利厚生を目的として、従業員の

任意によりキャッシングカード契約を

締結しております。この契約に基づく

当連結会計年度末の融資未実行残高は

次のとおりであります。 

融資限度額 752百万円

融資実行残高 60百万円

差引未実行残高 692百万円

  融資限度額 527百万円

融資実行残高 59百万円

差引未実行残高 467百万円

なお、この契約の多くは、融資が実行

されずに終了するものであるため、融

資未実行残高そのものが必ずしも将来

のキャッシュ・フローに影響を与える

ものではありません。 

  なお、この契約の多くは、融資が実行

されずに終了するものであるため、融

資未実行残高そのものが必ずしも将来

のキャッシュ・フローに影響を与える

ものではありません。 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

※１ 固定資産売却益は次のとおりでありま

す。 

※１ 固定資産売却益の内訳は次のとおりで

あります。 

※１ 固定資産売却益は次のとおりでありま

す。 

土地等 14,155百万円 三越エトワール  1,581百万円

その他 60百万円

合計 1,642百万円

土地等 15,334百万円

――――― ※２ 関係会社株式売却益は、株式会社二幸

及び名古屋ビルサービス株式会社のレ

ストラン事業・給食事業を分割するこ

とにより新設した株式会社ＤＢレスト

ラン（現セントレスタ株式会社）の株

式を一部売却したことによります。 

――――― 

※３ 原状回復費用等戻入益は、閉鎖店舗に

係る賃借店舗の撤退条件変更による原

状回復費用等の戻入益であります。 

――――― ※３ 原状回復費用等戻入益は、閉鎖店舗に

係る賃借店舗の撤退条件変更による原

状回復費用等の戻入益であります。 

※４ 固定資産売却損の内訳は次のとおりで

あります。 

建物及び構築物 17百万円

その他 0百万円

合計 17百万円

――――― ※４ 固定資産売却損の内訳は次のとおりで

あります。 

建物及び構築物 38百万円

その他 1百万円

合計 40百万円

※５ 固定資産除却損の内訳は次のとおりで

あります。 

建物及び構築物   793百万円

その他      196百万円

合計 989百万円

※５ 固定資産除却損の内訳は次のとおりで

あります。 

建物及び構築物 624百万円

その他 119百万円

合計   743百万円

※５ 固定資産除却損の内訳は次のとおりで

あります。 

建物及び構築物 1,601百万円

その他 549百万円

合計 2,151百万円

※６ 当中間連結会計期間において当社及び

連結子会社は、以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しております。 

※６ 当中間連結会計期間において連結子会

社は、以下の資産グループについて減

損損失を計上しております。 

※６ 当連結会計年度において当社及び連結

子会社は、以下の資産グループについ

て減損損失を計上しております。 

  (1）減損損失を認識した資産グループの

概要 

場所 用途 種類 
減損損失
(百万円) 

㈱三越 千葉店 

（千葉市中央区） 
店舗 

建物及び構築物 

・土地等 
2,153 

㈱三越 広島店 

（広島市中区） 
店舗 

建物及び構築物 

・土地等 
351 

㈱三越 福岡店 

（福岡市中央区） 
店舗 

建物及び構築物

等 
3,852 

㈱三越 鹿児島店 

（鹿児島市呉服町） 
店舗 

建物及び構築物 

・土地等 
3,145 

㈱三越 その他店舗 店舗 
建物及び構築物

等 
722 

㈱三越不動産 

（香川県仲多度郡） 

スポー

ツ施設 

建物及び構築物 

・土地等 
3,979 

㈱二幸 

（東京都等） 

店舗・

工場等 

建物及び構築物 

・土地等 
912 

その他 
遊休 

資産 
土地等 66 

合計 15,184 

  (1）減損損失を認識した資産グループの

概要 

場所 用途 種類 
減損損失
(百万円)

㈱二幸 

（東京都等） 
店舗等 器具備品等 34

(1）減損損失を認識した資産グループの

概要 

場所 用途 種類 
減損損失
(百万円)

㈱三越 千葉店 

（千葉市中央区） 
店舗 

建物及び構築物 

・土地等 
2,153

㈱三越 広島店 

（広島市中区） 
店舗 

建物及び構築物 

・土地等 
351

㈱三越 福岡店 

（福岡市中央区） 
店舗 

建物及び構築物

等 
3,852

㈱三越 鹿児島店 

（鹿児島市呉服町） 
店舗 

建物及び構築物 

・土地等 
3,145

㈱三越 その他店舗 店舗 
建物及び構築物

等 
738

㈱三越不動産 

（香川県仲多度郡等) 

スポー

ツ施設 

賃貸 

不動産 

建物及び構築物 

・土地等 
4,056

英国三越ＬＴＤ. 

(イギリス・ロンドン) 
店舗 

建物及び構築物

等 
116

㈱二幸 

（東京都等） 

店舗  

工場等 

建物及び構築物 

・土地等 
912

その他 
遊休 

資産 
土地等 66

合計 15,393

  (2）減損損失の認識に至った経緯 

店舗等における営業活動から生じる

損益が継続してマイナスまたは継続

してマイナスとなる見込みである資

産グループ、及び遊休状態にある資

産グループの帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損

失として特別損失に計上しておりま

す。 

  (2）減損損失の認識に至った経緯 

店舗等における営業活動から生じる

損益が継続してマイナスまたは継続

してマイナスとなる見込みである資

産グループの帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損

失として特別損失に計上しておりま

す。 

(2）減損損失の認識に至った経緯 

店舗等における営業活動から生じる

損益が継続してマイナスまたは継続

してマイナスとなる見込みである資

産グループ、及び遊休状態にある資

産グループの帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損

失として特別損失に計上しておりま

す。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

  (3）減損損失の内訳 

（※）リース資産、無形固定資産を含

めております。 

建物及び構築物 9,487百万円

土地 3,930百万円

その他（※） 1,766百万円

合計 15,184百万円

  (3）減損損失の内訳 

器具備品 30百万円

その他 3百万円

合計 34百万円

(3）減損損失の内訳 

（※）リース資産、無形固定資産を含

めております。 

建物及び構築物 9,685百万円

土地 3,939百万円

その他（※） 1,768百万円

合計 15,393百万円

  (4）資産のグルーピングの方法 

キャッシュ・フローを生み出す 小

単位として、管理会計上の区分を基

礎とし主に店舗を基本単位としてグ

ルーピングしております。 

  (4）資産のグルーピングの方法 

キャッシュ・フローを生み出す 小

単位として、管理会計上の区分を基

礎とし主に店舗を基本単位としてグ

ルーピングしております。 

(4）資産のグルーピングの方法 

キャッシュ・フローを生み出す 小

単位として、管理会計上の区分を基

礎とし主に店舗を基本単位としてグ

ルーピングしております。 

  (5）回収可能価額の算定方法 

資産グループの回収可能価額のう

ち、正味売却価額については不動産

鑑定評価基準または固定資産税評価

額等を基に算定した金額により評価

しており、使用価値については将来

キャッシュ・フローを５％で割引い

て算定しております。 

  (5）回収可能価額の算定方法 

資産グループの回収可能価額のう

ち、正味売却価額については不動産

鑑定評価基準または固定資産税評価

額等を基に算定した金額により評価

しており、使用価値については将来

キャッシュ・フローを５％で割引い

て算定しております。 

(5）回収可能価額の算定方法 

資産グループの回収可能価額のう

ち、正味売却価額については不動産

鑑定評価基準または固定資産税評価

額等を基に算定した金額により評価

しており、使用価値については将来

キャッシュ・フローを５％で割引い

て算定しております。 

――――― ※７ 事業所再編関連費用は、後方業務施設

の再編に伴う費用であり、内訳は次の

とおりであります。  

固定資産除却損 411百万円

賃借契約解約違約金等 390百万円

その他 289百万円

合計 1,092百万円

――――― 

※８ 店舗閉鎖損失は、閉鎖を決定した店舗

に係る固定資産除却損等であります。 

――――― ※８ 店舗閉鎖損失は、閉鎖を決定した店舗

に係る固定資産除却損等であります。 

※９ 早期退職措置関連損失は、早期退職特

別優遇措置による退職者への特別退職

金等であります。 

――――― ※９ 早期退職措置関連損失は、早期退職特

別優遇措置による退職者への特別退職

金等であります。 

――――― ※10 経営統合関連費用は、株式会社伊勢丹

との経営統合に伴うアドバイザリー費

用等であります。 

――――― 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日） 

 １．発行済株式に関する事項 

 ２．自己株式に関する事項  

 （注）（1）普通株式の自己株式の増加は、単元未満株の買取による増加であります。 

     （2）普通株式の自己株式の減少は、単元未満株の売却による減少41,712株及び、ストック・オプションの行

使による減少5,000株であります。 

３．新株予約権等に関する事項 

  （注） 上記新株予約権は、行使期間の初日が到来しておりません。 

 ４．配当に関する事項 

 
前連結会計年度末 

株式数 
当中間連結会計期間

増加株式数 
当中間連結会計期間

減少株式数 
当中間連結 

会計期間末株式数 

普通株式（株） 515,022,356 － － 515,022,356 

 
前連結会計年度末 

株式数 
当中間連結会計期間

増加株式数 
当中間連結会計期間

減少株式数 
当中間連結 

会計期間末株式数 

普通株式（株） 22,198,588 84,623 46,712 22,236,499 

区分 新株予約権の内訳 
新株予約権の
目的となる 
株式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  
当中間連結
会計期間末

残高 
（百万円）

前連結会計
年度末 

当中間連結
会計期間 
増加 

当中間連結
会計期間 
減少 

当中間連結
会計期間末 

 提出会社

（親会社） 

ストック・オプション

としての新株予約権 
－ － － － － 6 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成18年５月23日 

定時株主総会 
普通株式 1,478 3.0 平成18年２月28日 平成18年５月23日 



当中間連結会計期間（自 平成19年３月１日 至 平成19年８月31日） 

 １．発行済株式に関する事項 

 ２．自己株式に関する事項  

 （注）（1）普通株式の自己株式の増加は、単元未満株の買取による増加であります。 

     （2）普通株式の自己株式の減少は、単元未満株の売却による減少であります。 

３．新株予約権等に関する事項 

  （注） 上記新株予約権は、権利行使可能なものであります。 

 ４．配当に関する事項 

配当金支払額 

 
前連結会計年度末 

株式数 
当中間連結会計期間

増加株式数 
当中間連結会計期間

減少株式数 
当中間連結 

会計期間末株式数 

普通株式（株） 515,022,356 － － 515,022,356 

 
前連結会計年度末 

株式数 
当中間連結会計期間

増加株式数 
当中間連結会計期間

減少株式数 
当中間連結 

会計期間末株式数 

普通株式（株） 22,327,104 157,634 14,279 22,470,459 

区分 新株予約権の内訳 
新株予約権の
目的となる 
株式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  
当中間連結
会計期間末

残高 
（百万円）

前連結会計
年度末 

当中間連結
会計期間 
増加 

当中間連結
会計期間 
減少 

当中間連結
会計期間末 

 提出会社

（親会社） 

ストック・オプション

としての新株予約権 
－ － － － － 35 

   決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成19年３月29日 

取締役会 
普通株式 1,478 3.0 平成19年２月28日 平成19年５月１日 



前連結会計年度（自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日） 

１．発行済株式に関する事項 

２．自己株式に関する事項  

 （注）（1）普通株式の自己株式の増加は、単元未満株の買取による増加であります。 

     （2）普通株式の自己株式の減少は、単元未満株の売却による減少60,668株及び、ストック・オプションの行

使による減少10,000株であります。 

３．新株予約権に関する事項 

  （注） 上記新株予約権は、行使期間の初日が到来しておりません。 

４．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

 
前連結会計年度末 

株式数 
当連結会計年度増加

株式数 
当連結会計年度減少

株式数 
当連結会計年度末 

株式数 

普通株式（株） 515,022,356 － － 515,022,356 

 
前連結会計年度末 

株式数 
当連結会計年度増加

株式数 
当連結会計年度減少

株式数 
当連結会計年度末 

株式数 

普通株式（株） 22,198,588 199,184 70,668 22,327,104 

区分 新株予約権の内訳 
新株予約権の
目的となる 
株式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  
当連結会計
年度末残高
（百万円）前連結会計

年度末 

当連結会計
年度 
増加 

当連結会計
年度 
減少 

当連結会計
年度末 

 提出会社

（親会社） 

ストック・オプション

としての新株予約権 
－ － － － － 25 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成18年５月23日 

定時株主総会 
普通株式 1,478 3.0 平成18年２月28日 平成18年５月23日 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年３月29日 

取締役会 
普通株式  利益剰余金 1,478 3.0 平成19年２月28日 平成19年５月１日



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 22,592百万円

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金 
△115百万円

現金及び現金同等物の中

間期末残高 
22,477百万円

現金及び預金勘定 20,254百万円

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金 
△872百万円

現金及び現金同等物の中

間期末残高 
19,382百万円

現金及び預金勘定 17,230百万円

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金 
△86百万円

当座借越 

（短期借入金勘定） 
△61百万円

現金及び現金同等物の期

末残高 
17,082百万円



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）借手側 

① リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額、減損損失累計額

相当額及び中間期末残高相当額 

  

１ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

（1）借手側 

① リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額、減損損失累計額

相当額及び中間期末残高相当額 

  

１ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）借手側 

① リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額、減損損失累計額

相当額及び期末残高相当額 

  

  

建物及

び 

構築物 

有形固定 

資産の 

その他 

無形固

定資産 
合計 

取得価額

相当額 

(百万円) 

42 12,583 41 12,667 

減価償却 

累計額 

相当額 

(百万円) 

8 5,968 8 5,985 

減損損失

累計額相

当額 

(百万円) 

－ 273 － 273 

期末残高

相当額 

(百万円) 

34 6,341 32 6,409 

  

建物及

び 

構築物

有形固定

資産の 

その他 

無形固

定資産
合計 

取得価額

相当額 

(百万円) 

42 11,232 110 11,385

減価償却 

累計額 

相当額 

(百万円) 

14 5,668 36 5,719

減損損失

累計額相

当額 

(百万円) 

－ 272 － 272

期末残高

相当額 

(百万円) 

28 5,291 73 5,393

  
建物及び 

構築物 

有形固定

資産の 

その他 

無形固

定資産 
合計 

取得価額

相当額 

(百万円)

42 10,942 72 11,057

減価償却

累計額 

相当額 

(百万円)

11 5,357 16 5,385

減損損失

累計額相

当額 

(百万円)

－ 273 － 273

期末残高

相当額 

(百万円)

31 5,311 55 5,398

② 未経過リース料中間期末残高相当額

及びリース資産減損勘定中間期末残

高 

② 未経過リース料中間期末残高相当額

及びリース資産減損勘定中間期末残

高 

② 未経過リース料期末残高相当額及び

リース資産減損勘定期末残高 

 未経過リース料中間期末残高相当額 

１年内 2,165百万円

１年超 4,480百万円

合計 6,646百万円

リース資産減損勘定の

残高 
236百万円

 未経過リース料中間期末残高相当額 

１年内      1,938百万円

１年超      3,616百万円

合計      5,554百万円

リース資産減損勘定の

残高 
   161百万円

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 2,036百万円

１年超 3,561百万円

合計 5,598百万円

リース資産減損勘定の

残高 
199百万円

（注）取得価額相当額及び未経過リ

ース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末

残高が有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により

算定しております。 

（注）  同左 （注）取得価額相当額及び未経過リ

ース料期末残高相当額は、未

経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子

込み法により算定しておりま

す。 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定

の取崩額、減価償却費相当額及び減

損損失 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定

の取崩額、減価償却費相当額及び減

損損失 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定

の取崩額、減価償却費相当額及び減

損損失 

支払リース料 1,204百万円

リース資産減損勘

定の取崩額 
38百万円

減価償却費相当額 1,166百万円

減損損失 275百万円

支払リース料      1,151百万円

リース資産減損勘

定の取崩額 
  38百万円

減価償却費相当額     1,113百万円

減損損失    －百万円

支払リース料 2,381百万円

リース資産減損勘

定の取崩額 
76百万円

減価償却費相当額 2,304百万円

減損損失 276百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

(2）貸手側 

① リース物件の取得価額、減価償却累

計額及び中間期末残高 

有形固定資産のその他 

(2）貸手側 

① リース物件の取得価額、減価償却累

計額及び中間期末残高 

有形固定資産のその他 

(2）貸手側 

① リース物件の取得価額、減価償却累

計額及び期末残高 

有形固定資産のその他 

取得価額 26百万円

減価償却累計額 24百万円

中間期末残高 1百万円

取得価額 －百万円

減価償却累計額 －百万円

中間期末残高 －百万円

取得価額 13百万円

減価償却累計額 13百万円

期末残高 0百万円

② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 1百万円

１年超 －百万円

合計 1百万円

１年内 －百万円

１年超 －百万円

合計 －百万円

１年内 0百万円

１年超 －百万円

合計 0百万円

③ 受取リース料、減価償却費及び受取

利息相当額 

③ 受取リース料、減価償却費及び受取

利息相当額 

③ 受取リース料、減価償却費及び受取

利息相当額 

受取リース料 2百万円

減価償却費 2百万円

受取利息相当額 0百万円

受取リース料 0百万円

減価償却費 0百万円

受取利息相当額 0百万円

受取リース料 5百万円

減価償却費 5百万円

受取利息相当額 0百万円

④ 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の購入価

額の差額を利息相当額とし、各期へ

の配分方法については利息法によっ

ております。 

④ 利息相当額の算定方法 

     同左 

④ 利息相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

(1）借手側 

未経過リース料 

２ オペレーティング・リース取引 

(1）借手側 

未経過リース料 

２ オペレーティング・リース取引 

(1）借手側 

未経過リース料 

１年内 3,523百万円

１年超 37,152百万円

合計 40,676百万円

１年内      3,791百万円

１年超       36,881百万円

合計       40,673百万円

１年内 3,898百万円

１年超 37,474百万円

合計 41,372百万円

(2）貸手側 

未経過リース料 

(2）貸手側 

未経過リース料 

(2）貸手側 

未経過リース料 

１年内 2,097百万円

１年超 4,300百万円

合計 6,398百万円

１年内      2,102百万円

１年超      2,267百万円

合計      4,370百万円

１年内 2,101百万円

１年超 3,309百万円

合計 5,410百万円



（有価証券） 

前中間連結会計期間末（平成18年８月31日） 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

     （注）当中間連結会計期間において、株式21百万円を減損処理しております。 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

当中間連結会計期間末（平成19年８月31日） 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

区分 取得原価（百万円） 
中間連結決算日における
中間連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

① 株式 4,453 6,821 2,368 

② その他 14 20 5 

合計 4,467 6,842 2,374 

区分 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

① 非上場株式 6,885 

② 非上場債券 3 

区分 取得原価（百万円） 
中間連結決算日における
中間連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

① 株式 4,415 6,433 2,017 

② その他 14 20 6 

合計 4,429 6,453 2,024 

区分 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

① 非上場株式 5,998 

② 非上場債券 3 



前連結会計年度末（平成19年２月28日） 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 （注）当連結会計年度において株式35百万円を減損処理しております。 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年８月31日） 

 当社グループで行っているデリバティブ取引は、金利スワップ取引については、特例処理を適用し、為替予約

取引については、振当処理を適用しているため記載しておりません。 

当中間連結会計期間末（平成19年８月31日） 

 当社グループで行っているデリバティブ取引は、金利スワップ取引については、特例処理を適用し、為替予約

取引については、振当処理を適用しているため記載しておりません。 

前連結会計年度末（平成19年２月28日） 

 当社グループで行っているデリバティブ取引は、金利スワップ取引については、特例処理を適用し、為替予約

取引については、振当処理を適用しているため記載しておりません。 

区分 取得原価（百万円） 
連結決算日における 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

① 株式 4,409 6,828 2,418 

② その他 14 21 7 

合計 4,424 6,850 2,425 

区分 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

① 非上場株式 6,890 

② 非上場債券 3 



（ストック・オプション等関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日） 

１．ストック・オプションに係る当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名 

  販売費及び一般管理費   ６百万円 

２．当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

当中間連結会計期間（自 平成19年３月１日 至 平成19年８月31日） 

  ストック・オプションに係る当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名 

   販売費及び一般管理費   ９百万円 

前連結会計年度（自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日） 

１．ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名 

  販売費及び一般管理費   25百万円 

２．当連結会計年度において存在したストック・オプションの内容 

（注）(1）株式数に換算して記載しております。 

   (2）平成18年６月発行新株予約権は取締役、執行役員及び監査役の地位を有する時は行使できません。 

  平成18年ストック・オプション 

 付与対象者の区分及び人数 当社の社内取締役７名、当社の役付執行役員３名 

 株式の種類別のストック・オプションの付与数 普通株式 72,000株 

 付与日 平成18年６月30日 

 権利確定条件 
 付与日（平成18年６月30日）以降、権利確定日（平成

19年５月31日）まで継続して勤務していること。 

 対象勤務期間  自平成18年６月30日 至平成19年５月31日 

 権利行使期間  自平成19年６月１日 至平成28年５月31日 

 権利行使価格（円） 1 

 付与日における公正な評価単価（円） 506 

  
平成16年６月発行 

新株予約権  
平成17年６月発行 

新株予約権  
 平成18年６月発行 

新株予約権 

付与対象者の区分及び人数 
当社の社内取締役６名 

及び役付執行役員７名 

当社の社内取締役10名 

及び役付執行役員４名 

当社の社内取締役７名 

及び役付執行役員３名 

株式の種類別のストック・

オプションの数 

（注）(1） 

普通株式 124,000株 普通株式 134,000株 普通株式 72,000株 

付与日 平成16年６月24日 平成17年６月23日 平成18年６月30日 

権利確定条件 

 付与日（平成16年６月

24日）以降、権利確定日

（平成17年４月30日）ま

で継続して勤務している

こと。 

 付与日（平成17年６月

23日）以降、権利確定日

（平成18年４月30日）ま

で継続して勤務している

こと。 

 付与日（平成18年６月

30日）以降、権利確定日

（平成19年５月31日）ま

で継続して勤務している

こと。 

対象勤務期間 
 自平成16年６月24日  

 至平成17年４月30日 

 自平成17年６月23日 

 至平成18年４月30日 

 自平成18年６月30日  

 至平成19年５月31日 

権利行使期間（注）(2） 
 自平成17年６月１日  

 至平成26年５月31日 

 自平成18年６月１日 

 至平成27年５月31日 

 自平成19年６月１日  

 至平成28年５月31日 

 権利行使価格（円） 1 1 1 

付与日における公正な評価

単価（円） 
― ― 506 



（企業結合等関係） 

  当中間連結会計期間（自 平成19年３月１日 至 平成19年８月31日） 

  （事業分離） 

   １．分離先企業の名称、分離した事業の内容、事業分離を行った主な理由、事業分離日及び法的形式を含む事業 

 分離の概要 

     （１）分離先企業の名称及び分離した事業の内容 

 ① 分離先企業の名称 

  株式会社ＤＢレストラン（現 セントレスタ株式会社） 

 ② 分離した事業の内容 

  レストラン事業・給食事業 

     （２）事業分離を行った主な理由 

 当社の100％連結子会社である株式会社二幸及び名古屋ビルサービス株式会社のレストラン事業・給

食事業を分割して新会社を設立し、当該事業において高いノウハウを持った優良企業であるロイヤルホ

ールディングス株式会社へ当該新会社株式を一部売却することにより、百貨店内レストランを通じた顧

客満足の向上や、従業員食堂を通じた従業員満足の向上が図れると判断したため。 

     （３）事業分離日 

 分割期日 平成19年４月１日 

 株式譲渡 平成19年４月２日 

     （４）法的形式を含む事業分離の概要 

 株式会社二幸及び名古屋ビルサービス株式会社は、平成19年４月１日付でレストラン事業・給食事業

の共同新設分割により株式会社ＤＢレストランを新設し、それぞれが株式会社ＤＢレストランの株式を

取得しました。平成19年４月２日、当該新会社株式のうち66.6％をロイヤルホールディングス株式会社

に売却し、33.4％を当社が取得しました。この結果、株式会社ＤＢレストラン（売却当日付で社名をセ

ントレスタ株式会社に変更しております。）は当社の持分法適用関連会社となりました。 

    ２．持分変動差額の金額及び会計処理 

     （１）持分変動差額の金額 

 持分変動差額はありません。 

      （２）会計処理 

 分割時に株式会社二幸及び名古屋ビルサービス株式会社が取得した株式会社ＤＢレストランの株式

は、移転したレストラン事業・給食事業に係る資産及び負債の帳簿価額に基づいて算定しているため、

当該分割が当社の連結財務諸表に及ぼす影響はありません。 

 株式会社ＤＢレストランの株式の帳簿価額と、この対価としてロイヤルホールディングス株式会社か

ら受け取った現金との差額から、売却付随費用を控除した額762百万円を、当社の中間連結財務諸表上

「関係会社株式売却益」として特別利益に計上しております。 

    ３．事業の種類別セグメントにおいて、分離した事業が含まれていた事業区分の名称 

         主として「その他事業」 

    ４．当該中間連結会計期間の中間連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概算額 

  売上高    494百万円 

  営業利益   △3百万円 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日）             

 （注）（1）事業区分は事業内容を勘案して決定しております。 

（2）各事業区分の主要な内容 

（3）会計処理の変更に記載のとおり、当中間連結会計期間から「固定資産の減損に係る会計基準」を適用

しております。この結果、従来と同一の方法によった場合と比較して、「百貨店業」の営業費用は

422百万円減少し営業利益は同額増加、「不動産管理業」の営業費用は83百万円減少し営業利益は同

額増加、「その他事業」の営業費用は16百万円減少し営業利益は同額増加、「消去又は全社」の営業

費用は３百万円増加し営業利益は同額減少しております。 

当中間連結会計期間（自 平成19年３月１日 至 平成19年８月31日）             

 （注）（1）事業区分は事業内容を勘案して決定しております。 

（2）各事業区分の主要な内容 

              
百貨店業 
(百万円) 

不動産 
管理業 
(百万円) 

その他事業 
 (百万円) 

計 
 (百万円) 

消去又は 
全社 

(百万円) 

連結 
 (百万円) 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 371,792 11,013 8,102 390,907 － 390,907 

(2）セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
729 11,579 28,021 40,330 (40,330) － 

計 372,522 22,592 36,123 431,237 (40,330) 390,907 

営業費用 367,728 21,650 35,404 424,782 (40,269) 384,513 

営業利益 4,793 941 719 6,454 (  60) 6,394 

① 百貨店業…………衣料品、身の回り品、雑貨、家庭用品、食料品等の販売 

② 不動産管理業……不動産賃貸、建物内装、ビルメンテナンス等 

③ その他事業………製造卸売業、その他サービス業 

              
百貨店業 
(百万円) 

不動産 
管理業 
(百万円) 

その他事業 
 (百万円) 

計 
 (百万円) 

消去又は 
全社 

(百万円) 

連結 
 (百万円) 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 360,111 11,817 6,843 378,772 － 378,772 

(2）セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
629 11,951 25,579 38,160 (38,160) － 

計 360,740 23,768 32,423 416,932 (38,160) 378,772 

営業費用 358,268 22,969 31,907 413,145 (38,138) 375,007 

営業利益 2,472 799 515 3,787 (  22) 3,764 

① 百貨店業…………衣料品、身の回り品、雑貨、家庭用品、食料品等の販売 

② 不動産管理業……不動産賃貸、建物内装、ビルメンテナンス等 

③ その他事業………製造卸売業、その他サービス業 



前連結会計年度（自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日）             

 （注）（1）事業区分は事業内容を勘案して決定しております。 

（2）各事業区分の主要な内容 

（3）会計処理の変更に記載のとおり、当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基準」を適用して

おります。この結果、従来と同一の方法によった場合と比較して、「百貨店業」の営業費用は908百

万円減少し営業利益は同額増加、「不動産管理業」の営業費用は139百万円減少し営業利益は同額増

加、「その他事業」の営業費用は37百万円減少し営業利益は同額増加、「消去又は全社」の営業費用

は６百万円増加し営業利益は同額減少しております。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日） 

 全セグメントの売上高の合計額に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。 

当中間連結会計期間（自 平成19年３月１日 至 平成19年８月31日） 

 全セグメントの売上高の合計額に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。 

前連結会計年度（自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日） 

 全セグメントの売上高の合計額に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

当中間連結会計期間（自 平成19年３月１日 至 平成19年８月31日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

前連結会計年度（自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

              
百貨店業 
(百万円) 

不動産 
管理業 
(百万円) 

その他事業 
 (百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は 
全社 

 (百万円) 

連結 
 (百万円) 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 766,226 21,876 16,017 804,120 － 804,120 

(2）セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
1,573 26,290 56,373 84,237 (84,237) － 

計 767,799 48,166 72,391 888,357 (84,237) 804,120 

営業費用 757,833 46,569 71,254 875,657 (84,154) 791,502 

営業利益 9,966 1,596 1,136 12,699 (82) 12,617 

① 百貨店業…………………………………衣料品、身の回り品、雑貨、家庭用品、食料品等の販売 

② 不動産管理業……………………………不動産賃貸、建物内装、ビルメンテナンス等 

③ その他事業………………………………製造卸売業、その他サービス業 



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

１株当たり純資産額 313円28銭

１株当たり中間純利益  14円36銭

１株当たり純資産額 341円27銭

１株当たり中間純利益 9円30銭

１株当たり純資産額 329円85銭

１株当たり当期純利益 26円45銭

潜在株式調整後 

１株当たり中間純利益 
 13円27銭

潜在株式調整後 

１株当たり中間純利益
 9円29銭

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
24円51銭

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日)

前連結会計年度 
(自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日)

１株当たり中間（当期）純利益       

中間（当期）純利益（百万円） 6,510 4,078 12,936 

普通株主に帰属しない金額 

（百万円） 
△565 △501 △94 

（うち利益処分による役員賞与金）

（百万円） 
(△565) (△501) (△94) 

普通株式に係る中間（当期）純利益

（百万円） 
7,076 4,580 13,031 

普通株式の期中平均株式数（株） 492,799,717 492,627,269 492,769,970 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益 
      

中間（当期）純利益調整額 

（百万円） 
― ― ― 

普通株式増加数（株） 40,613,495 305,463 38,975,914 

（うち新株予約権付社債）（株） (40,345,821) ― (38,687,773) 

（うち新株予約権）（株） (267,674) (305,463) (288,141) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含まれなかった潜在株式の概

要 

― ― ― 



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日） 

該当事項はありません。 

当中間連結会計期間（自 平成19年３月１日 至 平成19年８月31日） 

該当事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日） 

会社分割及び株式の一部売却 

 当社の連結子会社である株式会社二幸及び名古屋ビルサービス株式会社は、平成19年４月１日付でそれぞれが

営業しているレストラン事業・給食事業を会社法に定める新設分割によって株式会社ＤＢレストランを新設し

（平成19年４月２日設立登記完了）、それぞれが株式会社ＤＢレストランの株式を取得しました。そのうち、

33.4%に相当する株式を剰余金の配当として当社に割り当て、66.6%に相当する株式をロイヤルホールディングス

株式会社に平成19年４月２日付で売却いたしました。 

 なお、株式会社ＤＢレストランは売却当日付で社名、経営体制等を変更し、セントレスタ株式会社として新た

な体制で業務を開始しております。 

        (1) 会社分割及び株式の一部売却を行った理由 

       株式会社二幸及び名古屋ビルサービス株式会社は当社の100％連結子会社として、当社の百貨店内を中心

にレストラン事業ならびに給食事業を展開して参りましたが、より高い水準での店内レストランを通じた顧

客満足の向上や、従業員食堂を通じた従業員満足の向上を実現していく事を目的に、レストラン事業・給食

事業を分割することにより株式会社ＤＢレストランを新設し、当該事業において高いノウハウを持った優良

企業であるロイヤルホールディングス株式会社へ株式を一部売却することにより、迅速にＣＳ満足度向上が

図れると判断したためであります。 

    (2) ロイヤルホールディングス株式会社へ売却する株式の数、売却価額、売却損益見込額 

      ①売却する株式の数  11,988株 

      ②売却価額      803百万円 

      ③売却益の見込額   762百万円 

(2) 【その他】 

 該当事項はありません。 



２【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成18年８月31日） 
当中間会計期間末 

（平成19年８月31日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金     17,699 15,664   12,305 

２ 受取手形     537 432   550 

３ 売掛金     33,241 30,576   29,651 

４ たな卸資産     31,130 32,864   33,710 

５ その他     19,542 18,440   17,211 

６ 貸倒引当金     △33 △17   △29 

流動資産合計     102,116 20.0 97,961 19.0   93,400 18.4 

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１         

(1）建物設備     96,463 99,592   99,539 

(2）土地     192,960 192,697   192,758 

(3）建設仮勘定     2,830 6,782   4,275 

(4）その他     5,659 6,485   6,395 

有形固定資産合計     297,914 305,558   302,969 

２ 無形固定資産     26,773 27,493   26,929 

３ 投資その他の資産           

(1）投資有価証券     12,824 11,574   12,858 

(2）関係会社株式     16,405 16,863   16,373 

(3）長期貸付金     11,866 13,051   12,756 

(4）破産・更生 
債権等 

    88 75   80 

(5）差入保証金     37,068 36,892   35,914 

(6）その他     7,328 6,960   6,664 

(7）貸倒引当金     △773 △759   △773 

投資その他の資産
合計 

    84,807 84,657   83,874 

固定資産合計     409,494 80.0 417,708 81.0   413,773 81.6 

資産合計     511,611 100.0 515,670 100.0   507,173 100.0 

 



    
前中間会計期間末 

（平成18年８月31日） 
当中間会計期間末 

（平成19年８月31日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 買掛金     37,589 37,587   36,952 

２ １年内償還新株予
約権付社債 

    28,000 －   － 

３ 短期借入金     68,256 101,541   68,946 

４ 未払法人税等     344 325   447 

５ 未払消費税等     906 796   1,010 

６ 商品券     31,915 30,430   29,977 

７ 預り金     49,915 57,969   54,806 

８ ポイント費用引当
金 

    116 209   161 

９ その他     24,525 23,590   22,100 

流動負債合計     241,570 47.2 252,448 49.0   214,404 42.3 

Ⅱ 固定負債           

１ 長期借入金     85,280 76,525   104,408 

２ 繰延税金負債     37,652 40,144   40,527 

３ 退職給付引当金     37,820 37,484   37,578 

４ 子会社投資損失引
当金 

    306 306   306 

５ その他     8,020 6,567   6,929 

固定負債合計     169,079 33.0 161,027 31.2   189,749 37.4 

負債合計     410,650 80.3 413,476 80.2   404,153 79.7 

 



    
前中間会計期間末 

（平成18年８月31日） 
当中間会計期間末 

（平成19年８月31日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                   

１ 資本金     37,404 7.3   37,404 7.3   37,404 7.4 

２ 資本剰余金                    

(1）資本準備金     41,458   41,458     41,458  

(2）その他資本剰余
金 

    90   108     100  

資本剰余金合計     41,548 8.1   41,566 8.1   41,558 8.2 

３ 利益剰余金                    

(1）利益準備金     8,564   8,564     8,564   

(2）その他利益剰余
金 

                

特定資産圧縮積
立金 

    2,050   494     494   

繰越利益剰余金     10,629   13,569     14,245   

利益剰余金合計     21,245 4.2   22,628 4.4   23,304 4.6 

４ 自己株式     △424 △0.1   △580 △0.1   △488 △0.1 

株主資本合計     99,773 19.5   101,018 19.6   101,779 20.1 

Ⅱ 評価・換算差額等                   

１ その他有価証券評
価差額金 

    1,179 0.2   1,141 0.2   1,214 0.2 

２ 繰延ヘッジ損益     2 0.0   △0 △0.0   0 0.0 

評価・換算差額等合
計 

    1,181 0.2   1,140 0.2   1,214 0.2 

Ⅲ 新株予約権     6 0.0   35 0.0   25 0.0 

純資産合計     100,961 19.7   102,194 19.8   103,019 20.3 

負債純資産合計     511,611 100.0   515,670 100.0   507,173 100.0 



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高                     

１ 商品売上高   358,656     350,996     739,588     

２ 興行及び手数料収
入 

  1,114     1,112     2,251     

３ 不動産賃貸料 
収入 

  3,007 362,779 100.0 3,212 355,321 100.0 6,142 747,982 100.0 

Ⅱ 売上原価                     

１ 商品売上原価   265,930     261,180     549,830     

２ 興行経費   263 266,194 73.4 208 261,388 73.6 498 550,328 73.6 

売上総利益     96,584 26.6   93,932 26.4   197,653 26.4 

Ⅲ 販売費及び 
一般管理費 

※１   90,582 25.0   89,961 25.3   185,264 24.8 

営業利益     6,002 1.7   3,970 1.1   12,388 1.7 

Ⅳ 営業外収益 ※２   3,287 0.9   3,831 1.1   5,615 0.8 

Ⅴ 営業外費用 ※３   4,478 1.2   4,267 1.2   9,001 1.2 

経常利益     4,812 1.3   3,534 1.0   9,002 1.2 

Ⅵ 特別利益 ※４   2,978 0.8   56 0.0   4,429 0.6 

Ⅶ 特別損失 ※5,6   13,685 3.8   2,169 0.6   15,086 2.0 

税引前中間純利益 
又は税引前中間 
（当期）純損失
(△) 

    △5,895 △1.6   1,421 0.4   △1,654 △0.2 

法人税、住民税及
び事業税 

  59     58     113     

法人税等調整額   △2,223 △2,164 △0.6 561 619 0.2 △95 17 0.0 

中間純利益又は 
中間（当期）純損
失(△) 

    △3,730 △1.0   801 0.2   △1,671 △0.2 

                      



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自平成18年３月１日 至平成18年８月31日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 資本 
準備金 

その他 
資本 

剰余金 

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 
利益 

剰余金 
合計 

特定資産
圧縮 
積立金 

繰越利益
剰余金 

平成18年２月28日 残高 

（百万円） 
37,404 41,458 67 41,525 8,564 2,732 15,157 26,454 △373 105,011 

中間会計期間中の変動額                    

平成18年５月23日開催の 

定時株主総会決議による 

特定資産圧縮積立金の取崩 

          △382 382 －   － 

その他の事由による 

特定資産圧縮積立金の取崩 
          △299 299 －   － 

剰余金の配当             △1,478 △1,478   △1,478 

中間純損失             △3,730 △3,730   △3,730 

自己株式の取得                 △52 △52 

自己株式の処分     23 23         0 23 

株主資本以外の項目の中間 

会計期間中の変動額（純額） 
                    

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ － 23 23 － △681 △4,527 △5,209 △51 △5,237 

平成18年８月31日 残高 

（百万円） 
37,404 41,458 90 41,548 8,564 2,050 10,629 21,245 △424 99,773 

  評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
  その他有価証券 

評価差額金 
繰延ヘッジ損益 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年２月28日 残高 

（百万円） 
1,877 － 1,877 － 106,889 

中間会計期間中の変動額          

平成18年５月23日開催の 

定時株主総会決議による 

特定資産圧縮積立金の取崩 

        － 

その他の事由による 

特定資産圧縮積立金の取崩 
        － 

剰余金の配当         △1,478 

中間純損失         △3,730 

自己株式の取得         △52 

自己株式の処分         23 

株主資本以外の項目の中間 

会計期間中の変動額（純額） 
△698 2 △696 6 △689 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△698 2 △696 6 △5,927 

平成18年８月31日 残高 

（百万円） 
1,179 2 1,181 6 100,961 



当中間会計期間（自平成19年３月１日 至平成19年８月31日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 資本 
準備金 

その他 
資本 
剰余金 

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 
利益 

剰余金 
合計 

特定資産
圧縮 

積立金 

繰越利益
剰余金 

平成19年２月28日 残高 

（百万円） 
37,404 41,458 100 41,558 8,564 494 14,245 23,304 △488 101,779 

中間会計期間中の変動額                    

剰余金の配当             △1,478 △1,478   △1,478 

中間純利益             801 801   801 

自己株式の取得                 △92 △92 

自己株式の処分     7 7         0 8 

株主資本以外の項目の中間 

会計期間中の変動額（純

額） 

                    

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ － 7 7 － － △676 △676 △91 △760 

平成19年８月31日 残高 

（百万円） 
37,404 41,458 108 41,566 8,564 494 13,569 22,628 △580 101,018 

  評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
  その他有価証券 

評価差額金 
繰延ヘッジ損益 

評価・換算 
差額等合計 

平成19年２月28日 残高 

（百万円） 
1,214 0 1,214 25 103,019 

中間会計期間中の変動額          

剰余金の配当         △1,478 

中間純利益         801 

自己株式の取得         △92 

自己株式の処分         8 

株主資本以外の項目の中間 

会計期間中の変動額（純

額） 

△73 △1 △74 9 △64 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△73 △1 △74 9 △825 

平成19年８月31日 残高 

（百万円） 
1,141 △0 1,140 35 102,194 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年３月１日 至平成19年２月28日） 

（注）平成18年５月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 
合計 資本 

準備金 

その他 
資本 

剰余金 

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 
利益 
剰余金 
合計 

特定資産 
圧縮 
積立金 

繰越利益 
剰余金 

平成18年２月28日 残高 
（百万円） 

37,404 41,458 67 41,525 8,564 2,732 15,157 26,454 △373 105,011

事業年度中の変動額           

平成18年５月23日開催
の定時株主総会決議 
による特定資産圧縮 
積立金の取崩 

      △382 382 －   －

その他の事由による 
特定資産圧縮積立金の
取崩 

      △1,855 1,855 －   －

剰余金の配当（注）       △1,478 △1,478   △1,478

当期純損失       △1,671 △1,671   △1,671

自己株式の取得         △116 △116

自己株式の処分     33 33   1 34

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
（純額） 

          

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ － 33 33 － △2,238 △911 △3,150 △115 △3,232

平成19年２月28日 残高 
（百万円） 

37,404 41,458 100 41,558 8,564 494 14,245 23,304 △488 101,779

  

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ損益 
評価・換算 
差額等合計 

平成18年２月28日 残高 
（百万円） 

1,877 － 1,877 － 106,889 

事業年度中の変動額     

平成18年５月23日開催
の定時株主総会決議 
による特定資産圧縮 
積立金の取崩 

  － 

その他の事由による 
特定資産圧縮積立金の
取崩 

  － 

剰余金の配当（注）   △1,478 

当期純損失   △1,671 

自己株式の取得   △116 

自己株式の処分   34 

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
（純額） 

△663 0 △662 25 △637 

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

△663 0 △662 25 △3,869 

平成19年２月28日 残高 
（百万円） 

1,214 0 1,214 25 103,019 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算期末日の市場価格等に基

づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づく

時価法 

（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

(2）デリバティブ 

時価法 

(2）デリバティブ 

同左 

(2）デリバティブ 

同左 

(3）たな卸資産 

商品 

売価還元法による原価法（店頭外商

品は個別法による原価法） 

(3）たな卸資産 

 商品 

同左 

(3）たな卸資産 

商品 

同左 

貯蔵品 

先入先出法による原価法 

 貯蔵品 

同左 

貯蔵品 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

建物（附属設備を除く） 

定額法 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

建物（附属設備を除く） 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

建物（附属設備を除く） 

同左 

建物（附属設備を除く）以外 

定率法 

なお、耐用年数及び残存価額につい

ては、主として法人税法に規定する

方法と同一の基準により償却 

建物（附属設備を除く）以外 

同左 

建物（附属設備を除く）以外 

同左 

(2）無形固定資産 

定額法 

なお、耐用年数については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によ

り償却 

ただし、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

３ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

金銭債権の貸倒損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に債権の回収可能性を考慮して引

当てております。 

３ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

３ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

(2）ポイント費用引当金 

ポイント金券の発行に備えるため、当

中間会計期間末におけるポイント残高

に対する将来の金券発行見積り額を引

当てております。 

(2）ポイント費用引当金 

同左 

(2）ポイント費用引当金 

ポイント金券の発行に備えるため、当

期末におけるポイント残高に対する将

来の金券発行見積り額を引き当ててお

ります。 

 



前中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

(3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期

末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当中間会計期間末

において発生していると認められる額

を引当てております。 

過去勤務債務については、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（13年）による定額法により

按分した額を費用処理しております。 

数理計算上の差異については、各期の

発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（13年）による

定額法により按分した額を、それぞれ

発生の翌期から費用処理しておりま

す。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期

末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当期末において発

生していると認められる額を引当てて

おります。 

過去勤務債務については、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（13年）による定額法により

按分した額を費用処理しております。 

数理計算上の差異については、各期の

発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（13年）による

定額法により按分した額を、それぞれ

発生の翌期から費用処理しておりま

す。 

(4）子会社投資損失引当金 

債務超過の解消に長期間を要すると判

断される子会社の損失に備えるため、

当該子会社の資産内容等を勘案し、当

社が負担することとなる損失見込額に

ついて引当てております。 

(4）子会社投資損失引当金 

同左 

(4）子会社投資損失引当金 

同左 

４ リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

４ リース取引の処理方法 

同左 

４ リース取引の処理方法 

同左 

５ ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

為替予約取引について振当処理の要件

を満たしている場合は振当処理を、金

利スワップ取引について特例処理の要

件を満たしている場合は特例処理を採

用しております。 

５ ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

５ ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

① ヘッジ手段 

為替予約取引、金利スワップ取引 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

① ヘッジ手段 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

① ヘッジ手段 

同左 

② ヘッジ対象 

外貨建営業債権債務及び外貨建予定

取引、借入金の支払金利 

② ヘッジ対象 

同左 

② ヘッジ対象 

同左 

(3）ヘッジ方針 

当社のデリバティブ取引管理規定に基

づき、為替変動リスク及び金利変動リ

スクを回避することを目的としてヘッ

ジ取引をしております。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段とヘッジ対象の資産・負債

等に関する重要な条件が同一であるた

め、有効性の判定は省略しておりま

す。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

６ その他中間財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式によっ

ております。 

６ その他中間財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

６ その他財務諸表作成のための基本となる

重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 



会計処理の変更 

前中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年８月９日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成15年10月31日 企

業会計基準適用指針第６号）を適用してお

ります。これにより営業利益及び経常利益

は422百万円増加し、税引前中間純損失は

9,924百万円増加しております。 

なお、減損損失累計額については、改正後

の中間財務諸表等規則に基づき当該各資産

の金額から直接控除しております。 

───── （固定資産の減損に係る会計基準） 

当事業年度より、「固定資産の減損に係る

会計基準」（「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年８月９日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成15年10月31日 企

業会計基準適用指針第６号）を適用してお

ります。これにより営業利益及び経常利益

は908百万円増加し、税引前当期純損失は

9,461百万円増加しております。 

なお、減損損失累計額については、改正後

の財務諸表等規則に基づき当該各資産の金

額から直接控除しております。 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

当中間会計期間より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準委員会 平成17年12月９日 企業会

計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17年12月

９日 企業会計基準適用指針第８号）を適

用しております。従来の資本の部の合計に

相当する金額は100,952百万円でありま

す。 

なお、中間財務諸表等規則の改正により、

当中間会計期間における中間貸借対照表の

純資産の部については、改正後の中間財務

諸表等規則により作成しております。 

───── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

当事業年度より、「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準委員会 平成17年12月９日 企業会計基

準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12月９日

企業会計基準適用指針第８号）を適用して

おります。従来の資本の部の合計に相当す

る金額は102,993百万円であります。 

なお、財務諸表等規則の改正により、当事

業年度における貸借対照表の純資産の部に

ついては、改正後の財務諸表等規則により

作成しております。 

（ストック・オプション等に関する会計基

準） 

当中間会計期間より、「ストック・オプシ

ョン等に関する会計基準」（企業会計基準

委員会 平成17年12月27日 企業会計基準

第８号）及び「ストック・オプション等に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成18年５月31日 企業会計基

準適用指針第11号）を適用しております。

この変更の損益に与える影響は軽微であり

ます。 

───── （ストック・オプション等に関する会計基

準） 

当事業年度より、「ストック・オプション

等に関する会計基準」（企業会計基準委員

会 平成17年12月27日 企業会計基準第８

号）及び「ストック・オプション等に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準委

員会 平成18年５月31日 企業会計基準適

用指針第11号）を適用しております。この

変更の損益に与える影響は軽微でありま

す。 

───── （固定資産の減価償却の方法） 

当中間会計期間より、法人税法の改正

（（所得税法等の一部を改正する法律 平

成19年３月30日 法律第６号）及び（法人

税法施行令の一部を改正する政令 平成19

年３月30日 政令第83号））に伴い、平成

19年４月１日以降に取得したものについて

は、改正後の法人税法に基づく方法に変更

しております。 

なお、この変更に伴う営業利益、経常利益

及び税引前中間純利益に与える影響は軽微

であります。 

───── 

───── （企業結合に係る会計基準等） 

当中間会計期間より、「企業結合に係る会

計基準」（企業会計審議会 平成15年10月

31日）及び「事業分離等に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17年12月

27日 企業会計基準第７号）並びに「企業

結合会計基準及び事業分離等会計基準に関

する適用指針」（企業会計基準委員会 

終改正平成18年12月22日 企業会計基準適

用指針第10号）を適用しております。 

───── 



追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

――――― （株式会社伊勢丹との経営統合について） 

詳細につきましては、「第５ 経理の状況

１ 中間連結財務諸表等 （1）中間連結

財務諸表 追加情報」に記載しておりま

す。 

――――― 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年８月31日） 

当中間会計期間末 
（平成19年８月31日） 

前事業年度末 
（平成19年２月28日） 

 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

  164,488百万円

 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

  167,164百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

  165,910百万円

  ２ 偶発債務   ２ 偶発債務  ２ 偶発債務 

(1）従業員住宅ローン保証 

  2,298百万円

(3）関係会社銀行借入金保証予約 

(1）従業員住宅ローン保証 

  1,924百万円

(2）関係会社銀行借入金債務保証 

    フランス三越S.A.S 280百万円

㈱三越不動産 4,380百万円

英国三越LTD. 388百万円

ドイツ三越GmbH 16百万円

合計 4,784百万円

偶発債務合計 6,989百万円

(1）従業員住宅ローン保証 

  2,104百万円

(2）関係会社銀行借入金保証予約 

㈱三越不動産 14,890百万円

㈱三越物流 1,375百万円

英国三越LTD. 178百万円

合計 16,443百万円

偶発債務合計 18,742百万円

(2）関係会社銀行借入金等保証予約 

㈱三越不動産 6,515百万円

㈱三越物流 1,250百万円

英国三越LTD. 339百万円

フランス三越S.A.S. 137百万円

ドイツ三越GmbH 16百万円

合計 8,257百万円

偶発債務合計 10,362百万円

  ３ 貸出コミットメント 

子会社13社とグループＣＭＳに係る基本

約定を締結し、貸付限度額を設定してお

ります。 

これらの契約に基づく当中間会計期間末

の貸付未実行残高は次のとおりでありま

す。 

ＣＭＳによる貸付限

度額 

23,800百万円

貸付実行残高 111百万円

差引未実行残高 23,688百万円

  ３ 貸出コミットメント 

子会社14社とグループＣＭＳに係る基本

約定を締結し、貸付限度額を設定してお

ります。 

これらの契約に基づく当中間会計期間末

の貸付未実行残高は次のとおりでありま

す。 

ＣＭＳによる貸付限

度額 

28,300百万円

貸付実行残高 1,460百万円

差引未実行残高 26,839百万円

  ３ 貸出コミットメント 

子会社14社とグループＣＭＳに係る基本

約定を締結し、貸付限度額を設定してお

ります。 

これらの契約に基づく当事業年度末の貸

付未実行残高は次のとおりであります。 

ＣＭＳによる貸付限

度額 

28,300百万円

貸付実行残高 288百万円

差引未実行残高 28,011百万円



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

※１ 減価償却実施額 ※１ 減価償却実施額 ※１ 減価償却実施額 

有形固定資産   4,615百万円

無形固定資産   356百万円

有形固定資産    4,818百万円

無形固定資産   367百万円

有形固定資産 9,603百万円

無形固定資産 719百万円

※２ 営業外収益の主な内訳 

受取利息 142百万円

受取配当金 1,223百万円

債務勘定整理益 1,551百万円

※２ 営業外収益の主な内訳 

受取利息 147百万円

受取配当金 1,829百万円

債務勘定整理益 1,595百万円

※２ 営業外収益の主な内訳 

受取利息 281百万円

受取配当金 1,325百万円

債務勘定整理益   2,963百万円

※３ 営業外費用の主な内訳 

支払利息 2,434百万円

商品棚卸不足 203百万円

債務勘定整理益繰戻損 1,198百万円

※３ 営業外費用の主な内訳 

支払利息 2,313百万円

商品棚卸不足 158百万円

債務勘定整理益繰戻損 1,122百万円

※３ 営業外費用の主な内訳 

支払利息 4,844百万円

商品棚卸不足 394百万円

債務勘定整理益繰戻損 2,375百万円

※４ 特別利益の内訳 

貸倒引当金取崩益 1百万円

固定資産売却益 2,005百万円

固定資産売却益は、土地及び建物

等の売却によるものであります。 

投資有価証券売却益 585百万円

原状回復費用等戻入益 386百万円

原状回復費用等戻入益は、閉鎖店

舗に係る賃借店舗の撤退条件変更

による原状回復費用等の戻入益で

あります。 

※４ 特別利益の内訳 

貸倒引当金取崩益 7百万円

固定資産売却益  39百万円

固定資産売却益は、土地及び建物

設備の売却によるものでありま

す。 

投資有価証券売却益 8百万円

※４ 特別利益の内訳 

固定資産売却益 3,012百万円

固定資産売却益は、土地及び建物等

の売却によるものであります。 

投資有価証券売却益 657百万円

原状回復費用等戻入益 759百万円

原状回復費用等戻入益は、店舗閉鎖

に係る賃借店舗の撤退条件変更によ

る原状回復費用等の戻入益でありま

す。 

※５ 特別損失の内訳 

固定資産除却損の内訳は次のとおり

であります。 

   早期退職措置関連損失は、早期退職

特別優遇措置による退職者への特別

退職金等であります。 

固定資産売却損 312百万円

固定資産除却損 975百万円

建物設備 795百万円

その他 180百万円

減損損失 10,347百万円

早期退職措置関連損失 1,107百万円

投資有価証券評価損 28百万円

関係会社株式評価損 295百万円

子会社投資損失引当金

繰入額 
117百万円

その他 502百万円

※５ 特別損失の内訳 

固定資産除却損の内訳は次のとおり

であります。 

   事業所再編関連費用は、後方業務施

設の再編に伴う費用であり、内訳は

次のとおりであります。 

   経営統合関連費用は、株式会社伊勢

丹との経営統合に伴うアドバイザリ

ー費用等であります。 

固定資産除却損 749百万円

建物設備 644百万円

その他 104百万円

事業所再編関連費用 733百万円

固定資産除却損 342百万円

賃借契約解約違約金等 390百万円

投資有価証券評価損 119百万円

経営統合関連費用 439百万円

その他 128百万円

※５ 特別損失の内訳 

固定資産売却損は、土地の売却によ

るものであります。 

固定資産除却損の内訳は次のとおり

であります。 

店舗閉鎖損失は、閉鎖を決定した店

舗に係る固定資産除却損等でありま

す。 

早期退職措置関連損失は、早期退職

特別優遇措置による退職者への特別

退職金等であります。 

固定資産売却損 335百万円

固定資産除却損  2,054百万円

建物設備 1,585百万円

その他 469百万円

減損損失 10,369百万円

店舗閉鎖損失 80百万円

早期退職措置関連損失 1,080百万円

投資有価証券評価損 42百万円

関係会社株式評価損 327百万円

子会社投資損失引当金

繰入額 
117百万円

その他 678百万円

 



前中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

※６ 当中間会計期間において当社は、以下

の資産グループについて減損損失を計

上しております。 

(1）減損損失を認識した資産グループの

概要 

(2）減損損失の認識に至った経緯 

店舗における営業活動から生じる損益

が継続してマイナスまたは継続してマ

イナスとなる見込みである資産グルー

プ、及び遊休状態にある資産グループ

の帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失として特別

損失に計上しております。 

(3）減損損失の内訳 

（※）リース資産、無形固定資産を含め

ております。 

(4）資産のグルーピングの方法 

キャッシュ・フローを生み出す 小単

位として、管理会計上の区分を基礎と

し主に店舗を基本単位としてグルーピ

ングしております。 

(5）回収可能価額の算定方法 

資産グループの回収可能価額のうち、

正味売却価額については不動産鑑定評

価基準または固定資産税評価額等を基

に算定した金額により評価しており、

使用価値については将来キャッシュ・

フローを５％で割引いて算定しており

ます。 

場所 用途 種類 
減損損失 

(百万円) 

千葉店 

（千葉市中央区） 
店舗 

建物設備 

・土地等 
2,170 

広島店 

（広島市中区） 
店舗 

建物設備 

・土地等 
353 

福岡店 

（福岡市中央区） 
店舗 建物設備等 3,879 

鹿児島店 

（鹿児島市呉服町） 
店舗 

建物設備 

・土地等 
3,148 

その他店舗 店舗 建物設備等 728 

その他 
遊休

資産 
土地等 66 

合計 10,347 

建物設備 7,265百万円

土地 1,760百万円

その他（※） 1,321百万円

合計 10,347百万円

――――― ※６ 当事業年度において当社は、以下の資

産グループについて減損損失を計上し

ております。 

(1）減損損失を認識した資産グループの

概要 

(2）減損損失の認識に至った経緯 

店舗における営業活動から生じる損益

が継続してマイナスまたは継続してマ

イナスとなる見込みである資産グルー

プ、及び遊休状態にある資産グループ

の帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失として特別

損失に計上しております。 

(3）減損損失の内訳 

（※）リース資産、無形固定資産を含め

ております。 

(4）資産のグルーピングの方法 

キャッシュ・フローを生み出す 小単

位として、管理会計上の区分を基礎と

し主に店舗を基本単位としてグルーピ

ングしております。 

(5）回収可能価額の算定方法 

資産グループの回収可能価額のうち、

正味売却価額については不動産鑑定評

価基準または固定資産税評価額等を基

に算定した金額により評価しており、

使用価値については将来キャッシュ・

フローを５％で割引いて算定しており

ます。 

場所 用途 種類 
減損損失

(百万円)

千葉店 

（千葉市中央区） 
店舗 

建物設備・

土地等 
2,170 

広島店 

（広島市中区） 
店舗 

建物設備・

土地等 
353 

福岡店 

（福岡市中央区） 
店舗 建物設備等 3,879 

鹿児島店 

（鹿児島市呉服町） 
店舗 

建物設備・

土地等 
3,148 

その他店舗 店舗 建物設備等 750 

その他 
遊休

資産 
土地等 66 

合計 10,369 

建物設備 7,285百万円

土地 1,760百万円

その他（※） 1,322百万円

合計 10,369百万円



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日） 

 １．自己株式に関する事項 

 （注）（1）普通株式の自己株式の増加は、単元未満株の買取による増加であります。 

     （2）普通株式の自己株式の減少は、単元未満株の売却による減少41,712株及び、ストック・オプションの行使

による減少5,000株であります。 

当中間会計期間（自 平成19年３月１日 至 平成19年８月31日） 

 １．自己株式に関する事項 

 （注） (1）普通株式の自己株式の増加は、単元未満株の買取による増加であります。 

      (2）普通株式の自己株式の減少は、単元未満株の売却による減少であります。 

前事業年度（自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日） 

１．自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注） (1) 普通株式の自己株式の増加は、単元未満株の買取による増加であります。 

(2) 普通株式の自己株式の減少は、単元未満株の売却による減少60,668株及び、ストック・オプションの行使

による減少10,000株であります。 

  前事業年度末株式数
当中間会計期間  
増加株式数 

当中間会計期間  
減少株式数 

当中間会計期間末 
株式数 

普通株式（株） 22,111,608 84,623 46,712 22,149,519 

  前事業年度末株式数
当中間会計期間  
増加株式数 

当中間会計期間  
減少株式数 

当中間会計期間末 
株式数 

普通株式（株） 22,240,124 157,634 14,279 22,383,479 

  前事業年度末株式数
当事業年度増加 

株式数 
当事業年度減少 

株式数 
当事業年度末株式数

普通株式（株） 22,111,608 199,184 70,668 22,240,124 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

借手側 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

           器具備品 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

借手側 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

           器具備品 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

借手側 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び期末残高相当額 

           器具備品 

取得価額相当額 5,813百万円

減価償却累計額相当額 2,224百万円

減損損失累計額相当額 273百万円

中間期末残高相当額 3,315百万円

取得価額相当額 5,778百万円

減価償却累計額相当額 2,632百万円

減損損失累計額相当額 272百万円

中間期末残高相当額 2,873百万円

取得価額相当額 5,933百万円

減価償却累計額相当額 2,628百万円

減損損失累計額相当額 273百万円

期末残高相当額 3,031百万円

② 未経過リース料中間期末残高相当額

及びリース資産減損勘定中間期末残

高 

② 未経過リース料中間期末残高相当額

及びリース資産減損勘定中間期末残

高 

② 未経過リース料期末残高相当額及びリ

ース資産減損勘定期末残高 

 未経過リース料中間期末残高相当額 

１年内 1,062百万円

１年超 2,490百万円

合計 3,552百万円

リース資産減損勘定の

残高 
236百万円

 未経過リース料中間期末残高相当額 

１年内 1,035百万円

１年超 1,999百万円

合計 3,034百万円

リース資産減損勘定の

残高 
161百万円

１年内 1,022百万円

１年超 2,208百万円

合計 3,230百万円

リース資産減損勘定の 

残高 
199百万円

（注）取得価額相当額及び未経過リー

ス料中間期末残高相当額は、未

経過リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しておりま

す。 

（注）   同左 （注）取得価額相当額及び未経過リー

ス料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定

の取崩額、減価償却費相当額及び減

損損失 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定

の取崩額、減価償却費相当額及び減

損損失 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額及び減損損

失 

支払リース料 555百万円

リース資産減損勘

定の取崩額 
38百万円

減価償却費相当額 517百万円

減損損失 275百万円

支払リース料 553百万円

リース資産減損勘

定の取崩額 
38百万円

減価償却費相当額 514百万円

減損損失 －百万円

支払リース料 1,134百万円

リース資産減損勘定

の取崩額 
76百万円

減価償却費相当額 1,057百万円

減損損失 276百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

(1）借手側 

未経過リース料 

２ オペレーティング・リース取引 

(1）借手側 

未経過リース料 

２ オペレーティング・リース取引 

(1）借手側 

未経過リース料 

１年内 2,901百万円

１年超 36,473百万円

合計 39,375百万円

１年内 3,336百万円

１年超 34,897百万円

合計 38,233百万円

１年内 3,341百万円

１年超 36,562百万円

合計 39,904百万円

(2）貸手側 

未経過リース料 

(2）貸手側 

未経過リース料 

(2）貸手側 

未経過リース料 

１年内 2,070百万円

１年超 4,180百万円

合計 6,250百万円

１年内 2,070百万円

１年超 2,110百万円

合計 4,180百万円

１年内 2,070百万円

１年超 3,145百万円

合計 5,215百万円



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成18年８月31日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

当中間会計期間末（平成19年８月31日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度末（平成19年２月28日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（企業結合等関係） 

当中間会計期間（自 平成19年３月１日 至 平成19年８月31日） 

 詳細につきましては、「第５ 経理の状況 １ 中間連結財務諸表等 （1）中間連結財務諸表 注記事項

（企業結合等関係）」に記載しております。 

（１株当たり情報） 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

（重要な後発事象） 

前中間会計期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日） 

 該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成19年３月１日 至 平成19年８月31日） 

 該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日） 

 該当事項はありません。 



(2) 【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券報告書 

及びその添付書類 

事業年度 

（第４期） 

自 平成18年３月１日 

至 平成19年２月28日 

平成19年５月23日 

関東財務局長に提出 

(2) 有価証券報告書の 

訂正報告書 

    平成19年８月７日 

関東財務局長に提出 

 
事業年度（第３期）（自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であ

ります。 

(3) 半期報告書の 

訂正報告書 

    平成19年８月７日 

関東財務局長に提出 

 
中間会計期間（第４期中）（自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日）の半期報告書に係る訂正報告書で

あります。 

(4) 有価証券報告書の 

訂正報告書 

    平成19年８月７日 

関東財務局長に提出 

  
事業年度（第４期）（自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であ

ります。 

(5) 臨時報告書     平成19年８月23日 

関東財務局長に提出 

 
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の３（株式移転が行われることが提出会社の業務執行を

決定する機関により決定されたこと）の規定に基づく臨時報告書であります。 

(6) 臨時報告書の 

訂正報告書 

    平成19年10月４日 

関東財務局長に提出 

 
平成19年８月23日提出の臨時報告書（株式移転が行われることが提出会社の業務執行を決定する機関により決定

されたこと）に係る訂正報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



  独立監査人の中間監査報告書  

  平成18年11月９日

株式会社 三越  

  取締役会 御中  

  新日本監査法人 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 中 村 雅 一 ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 阪 中   修 ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 由 良 知 久 ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社三越の平成18年３月１日から平成19年２月28日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年３月１日から平成

18年８月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資

本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社三越及び連結子会社の平成18年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成18年３月１日から平成18年８月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は、当中間連結会計期間から固定資産の減損に係る会計基準を適用し

ているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 



  独立監査人の中間監査報告書  

  平成19年11月７日

株式会社 三越  

  取締役会 御中  

  新日本監査法人 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 関 口 弘 和 ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 阪 中   修 ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 由 良 知 久 ㊞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社三越の平成19年３月１日から平成20年２月29日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成19年３月１

日から平成19年８月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間

連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社三越及び連結子会社の平成19年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成19年３月１日から平成19年８月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 



  独立監査人の中間監査報告書  

  平成18年11月９日

株式会社 三越  

  取締役会 御中  

  新日本監査法人 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 中 村 雅 一 ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 阪 中   修 ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 由 良 知 久 ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社三越の平成18年３月１日から平成19年２月28日までの第４期事業年度の中間会計期間（平成18年３月１日から平成18

年８月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書に

ついて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社三越の平成18年８月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年３月１日か

ら平成18年８月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は、当中間会計期間から固定資産の減損に係る会計基準を適用してい

るため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 



  独立監査人の中間監査報告書  

  平成19年11月７日

株式会社 三越  

  取締役会 御中  

  新日本監査法人 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 関 口 弘 和 ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 阪 中   修 ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 由 良 知 久 ㊞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社三越の平成19年３月１日から平成20年２月29日までの第５期事業年度の中間会計期間（平成19年３月１日

から平成19年８月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変

動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社三越の平成19年８月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成19年３月１日か

ら平成19年８月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 
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